
＊「達成状況」：目標年度に判定します。（目標値達成を「達成」、目標値未達を「未達成」）

＊前年度に「完了」「休止」「廃止」となった事業額についても合算されています。　

894,784

平成30年度決算額

11,664,52610,371,883

55
結果（平均値）が55以上：Ａ
結果（平均値）が50以上55未満：Ｂ
結果（平均値）が40以上50未満：Ｃ
結果（平均値）が40未満：Ｄ

単位施策③

54

9,973,962

単位施策ごとの評価結果

6,680,149

達成状況

達成状況

令和元年度

指標の種別

指標の種別

10,609,955

令和元年度

1,030,002

指
標
④

名称

目標値

年度

平成29年度 平成30年度

年度 平成30年度

実績値

平成28年度

単位名称

実績値

単位

現状値

平成28年度

目標値

年度

実績値

１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進

指
標
②

名称

64.3 66.5

指
標
①

実績値

65.4

適正な土地利用と適切な都市機能の配置を図り、環境にやさしく災害に強い、機能的で、誰もが快適で安全・安心に
生活できる持続可能な都市の形成をめざします。

名称

指
標
③

23.6

成果

24.0

％

令和2年度（目標年度）

達成状況

23.6

施策関係課

令和元年度

目標値 達成状況

令和元年度 令和2年度（目標年度）

指標の種別

24.7

目標値

年度

令和2年度（目標年度）

土地区画整理事業の進捗率

平成29年度

単位

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和2年度（目標年度）

事
業
額

施策評価調書（１） 評価対象年度 令和元年度

67.2

結果

指
標
⑤

めざす姿

％

施策名

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”

●施策の基本方針（目標）

目標値

単位

平成29年度

単位この施策の推進が図られていると感じる人の割合（市民意識調査）

令和2年度（目標年度）

令和元年度決算額

指標の種別

平成30年度

現状値

Ｂ

評価結果

8,976,903

令和2年度予算額

平成29年度

達成状況

921,336

総事業費

（単位：千円）

7,574,933 7,730,852

平成29年度決算額

総合評価の区分

997,059

平成28年度決算額

事業費

概算人件費

実績値

名称

(都市計画部)都市計画課・住宅政策課・開発審査課・建築安全課／(都市整備部)都市整備管理課・市街地整備室・
街路事業課・区画整理組合推進室・西部土地区画整理事務所・東部土地区画整理事務所・北部土地区画整理事務所・
里土地区画整理事務所

●目標指標

年度

平成28年度 平成30年度

指標の種別

単位施策④

55

単位施策⑤

51

結果（平均値）

53.6

単位施策①

53

単位施策②総
合
評
価

1,054,571

（前回評価結果）

Ｂ

9,341,8816,809,516

現状値を上回る（令和2年度） 現状値 22.5 （平成27年度）

72.9（令和2年度） 現状値 61.8 （平成26年度）

現状値

令和元年度平成28年度



施策を構成する実施計画事業の状況 （単位：千円）

令和元年度評価対象年度施策評価調書（２）

34,528 64,670

都市整備部

55,300 55,300 37,525

西部土地区画整理事務所 51,250 56,550 55,300 55,300 43,450

829,097

開発審査課 ― ― 39,500 39,500 39,500

都市整備部 69,561 56,712 ― ―

都市計画部

578,831 463,549 503,512 384,107 439,732

7,900 7,900

―

西部土地区画整理事務所 16,400 17,550 15,800 15,800 9,875

12,300 11,700 ― ― ―

都市整備部 405,235 281,487 412,472 378,440 360,421
区画整理組合推進室 131,200 124,800 126,400

都市整備部

都市整備部 ―

124 125

都市整備部 7,570 4,259 4,816 5,181 6,474

都市整備管理課 6,396 6,084 6,162 6,162 6,162

都市整備管理課 8,200 7,800 3,950 3,950 3,950

都市整備部

670,188 847,802 1,436,502 1,574,587 448,409

― 9,882 ― ― ―

都市計画課 ― 3,120 ― ― ―

2,870 2,730 2,765 2,765 2,765

都市計画部

市街地整備室 41,656 38,454 34,997 34,997 34,997

29,712― ―

309 96 618

都市計画課 5,740 ― ― ― ―

4,093 8,767

区画整理課

―

― ― 10,119 8,947 10,080

都市整備部

市街地整備室 ― ― 7,900

― ― 33,800

―

― ― 4,740 ― ―

都市計画課 3,690 3,510 3,555 3,555 3,555

都市計画部 ― ― 13,230 ―

都市整備部

218,528 719,594

概算人件費

都市計画部 6,480 ― ― ―

都市計画部 493 302

4,752 2,640 4,413

市街地整備室

51200201 区画整理企画調査費
（平成29年度をもって完了）

― ―

51200302
組合区画整理推進
事業費

54
現状維持
で実施126,400 126,400

51200402 芝東第３事業費 56
拡充して

実施

51200502 芝東第４事業費 56

単位施策名 ① 計画的な土地利用の推進

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

11,060

51100201 都市計画基礎調査事業
都市計画部

54
現状維持
で実施

51100211 都市計画変更検討調査事業
（平成30年度をもって完了）

― ―

51100301 都市計画基本方針策定事業
（平成28年度をもって完了）

― ―

51100351
安行近郊緑地保全区域等土地

利用検討調査事業
（平成29年度をもって完了）

― ―

―

都市計画課

6,264 2,506 2,441 2,530 2,720

51100101 都市計画事業
都市計画部 13,077 652 1,564 2,145 9,146

52
現状維持
で実施都市計画課 18,122 14,508 12,403 12,877

51100401 都市計画審議会経費 55
現状維持
で実施

51100501
川口駅東口公共広場
管理事業

54
現状維持
で実施

51100601
都市再開発方針等策定
事業

52
現状維持
で実施

単位施策名 ② 市街地整備の推進

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

都市計画課

6,129 351 123

51200102
芝地区住宅市街地総合
整備事業

56
現状維持
で実施

51200112
芝中央地区住宅市街地
総合整備事業

54
現状維持
で実施

51200122
芝中央沿道第１土地
区画整理事業

54
拡充して

実施

51200134
芝中央沿道土地区画
整理事業

56
現状維持
で実施

51200141
開発行為等システム化
事業

56
現状維持
で実施

市街地整備室 ― ― 19,355 19,355 19,355

都市整備部

― ― 3,160 3,160 3,160

拡充して
実施

51200602 芝東第５事業費 52
拡充して

実施

都市整備部 19,274 1,410 11,826

885,629 603,681 799,378 624,872
西部土地区画整理事務所 53,300 56,550



単位施策名 ② 市街地整備の推進

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

都市整備部 124 112

1,975 ―

都市計画部 756 636

都市計画課 7,380

里土地区画整理事務所

4,920

1,345,342

62,400 63,200 63,20065,600

67 0 ―

―

506

325

都市整備部 ― ― 8,529  

西部土地区画整理事務所 ― ― ― 5,925 ―

512 516

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

―

79,363

7,020 7,110 7,110

357,288

都市整備部

4,680 3,950

256 316 432 449 1,261

開発審査課 57,400 54,600 55,300 55,300 55,300

都市整備部 150

― ―
西部土地区画整理事務所 2,050 ― ― ― ―

都市整備部

718,035 705,228

― ― ― 12,429 84,783
西部土地区画整理事務所

780

― ―

55,626 29,039 60,020

都市整備部 ― ― ― 3,702 ―

7,110

― 20,773 43,500

273,689 304,464

東部土地区画整理事務所

1,975 ―

都市整備部

― ―

都市整備部 ― ― ― 6,847 ―

都市整備部 232,268

北部土地区画整理事務所 ― ― ―

東部土地区画整理事務所 820

273,791

790

都市計画部

11,850 11,850

―

―

石神西立野特定事業
選挙費

56 休止

単位施策名 ③ 美しくうるおいのある景観形成の推進

― 5,925 ―

― ― ― 4,265 ―
西部土地区画整理事務所 ― ―

3,950 3,950

都市整備部 3,026 4,765 5,197 5,696

7,800 11,060 11,060 11,060

都市整備部

462,888 606,592 650,752 797,077 932,253

西部土地区画整理事務所

東部土地区画整理事務所 ― ―

都市整備管理課

150 173 4,873 150 15,197

都市整備管理課 4,920 4,680 11,060

51200901 開発審査事業 58
現状維持
で実施

14,686

都市整備部

648,589 819,611

北部土地区画整理事務所

63,200

51200812 石神西立野特定事業費 54
現状維持
で実施57,400 60,450 63,200 63,200 63,200

97,580 92,820 92,035 94,800 94,800

都市整備部 730,204 912,436 875,306 591,336 802,583

200 200 200 200

51202401
芝東第４地区住宅
市街地総合整備事業

56
拡充して

実施

51202451 芝東第４事業選挙費 54 休止

51202501 芝東第５事業選挙費 56 休止

51202601

都市整備管理課
51201001

市街地総合事業協議会
支援事業

54
現状維持
で実施

51201101
桜町地区住宅市街地
総合整備事業

56
拡充して

実施

51201201
西川口駅周辺再生支援
事業

48
現状維持
で実施

51201601 芝東第３事業選挙費
（平成28年度をもって完了）

―

11,060 11,060

8,200

51200702 芝東第６事業費 54
拡充して

実施

51200802 新郷東部第２事業費 54
現状維持
で実施

16,400 17,550 15,800 15,800 15,800西部土地区画整理事務所

都市整備部 56,363

51200822 安行藤八特定事業費
都市整備部 492,953 636,938 618,892 597,821 746,706

54
現状維持
で実施北部土地区画整理事務所 65,600 62,400 63,200 63,200 63,200

51200832 里事業費
都市整備部

56
現状維持
で実施

―

51202001
新郷東部第１特定事業費
（平成30年度をもって完了）

― ―

51202101
新郷東部第２事業選挙費
（令和元年度休止）

― ―

51202201
里地区住宅市街地
総合整備事業

56
現状維持
で実施

51202301
芝東第３地区住宅
市街地総合整備事業

56
拡充して

実施

都市整備部 ― ―

― ― ― 11,850 11,850

里土地区画整理事務所 24,600 23,400 23,700 23,700 23,700

0

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

51300101 景観まちづくり発信事業 53
効率化して

実施



都市計画部 16,205 12,033

― ―

31,600 31,600

― ―

― ―

7,900

― ― ―

街路事業課 ― ―

―

82 81 13582 82

2,050 1,950

27,543

44,841

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

497,161 131,522

378 405 216,822

564,335 ― ―

43,456 88,980

7,900 7,900 ―

15,800 3,950 7,900

都市整備管理課

545,103

23,874226,272

9,200 10,595 25,623

都市整備部 31,374 8,449

― 7,900 7,900

― 47,542 114,889

― ――都市整備部
北部土地区画整理事務所 ― 1,950

街路事業課

都市計画部

23,400 23,700 23,700 23,700

― ―

都市整備部 ― ―

都市整備部

街路事業課

住宅政策課 41,000 42,900 51,350 51,350 51,350

住宅政策課

都市整備部

16,658 40,663

― 3,518

都市整備部

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

494,080 2,801,634 261,300

都市整備管理課 ―

都市整備部 6,728 271,837 859,499 327,636 329,598

都市計画部

令和2年度
事業費

（予算額）

概算人件費

12,480

都市計画課

― ― 31,600

10,681 1,047 1,516

街路事業課 8,200 7,800

8,200 15,600

88,668 253,388都市整備部

街路事業課
51400701

環状本町飯塚線街路
整備事業

54
現状維持
で実施

51400801
善光寺荒川線街路整備
事業

54 完了

単位施策名 ④ 鉄道駅周辺整備の推進

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

51400054
川口栄町３丁目銀座地区
第一種市街地再開発事業

― 6,240 6,320 6,320 6,320

12,640 12,640 12,640

279,310 ―

56
現状維持
で実施

51400154
川口飯塚１丁目３番地区
優良建築物等整備事業

56 完了

51400174
川口本町４丁目８番地区
優良建築物等整備事業

56
現状維持
で実施

137,080

78,390

6,320 6,320 ―

都市整備部 ― 129,000

51500101 住宅改修資金助成事業 56
現状維持
で実施

51400901
環状八間通り線街路
整備事業

54
現状維持
で実施4,100 7,800 3,950 3,950 7,900

51400911
仲町荒川堤防線街路
整備事業

― ―

51400951
安行藤八特定事業選挙費
（令和元年度休止）

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

都市計画部 14,365 22,913 24,185 34,909 35,000

住宅政策課 16,400

51500111 空家等対策事業 48
効率化して

実施

51500301 住宅政策事業 54
現状維持
で実施

51300201 景観形成委員会経費 55
現状維持
で実施

単位施策名 ③ 美しくうるおいのある景観形成の推進

事業コード

1,975 1,975 1,975

事業名称

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

51400501
元郷駅六間通り線
（２工区）街路整備事業

56
現状維持
で実施

51400601
駅前六間通り線街路
整備事業

54
現状維持
で実施

都市整備管理課

都市整備部 ― 25,634

都市整備部 ― 18,000

― 3,120

181,558 0

街路事業課 4,100 7,800 3,950 7,900 7,900

66,355

街路事業課 4,100 7,800 3,950 7,900 7,900

― ―

51401001
南鳩ヶ谷駅西口駅前
通り線街路整備事業

54
現状維持
で実施

単位施策名 ⑤ 良好な住環境の整備

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性



単位施策名 ⑤ 良好な住環境の整備

事業コード 事業名称 担当課

平成28年度
事業費

（決算額）

平成29年度
事業費

（決算額）

平成30年度
事業費

（決算額）

令和元年度
事業費

（決算額）

令和2年度
事業費

（予算額）

令和
元年度

の
総評価

令和
２年度
の実施
方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費 概算人件費

723 752

都市計画部

建築安全課 16,400 15,600

―

都市計画部

298,213292,908 281,207

3,160 3,160

67,386 67,444 71,020都市計画部

15,800 15,800 15,800

7,900 7,900

3,160

66,876 66,692

住宅政策課 3,280 3,120

322,268 266,174

都市計画部 9,010

54
現状維持
で実施

51500611 建築台帳等電子化事業
（平成30年度をもって完了）

― ―

51500701 建築審査会経費

18,424 5,282 4,809 14,300

住宅政策課 8,200 7,800

建築安全課 ― ― 7,900 ― ―

3,464 ― ―

7,900

都市計画部

都市計画部 ― ― ― 6,108 20,000

建築安全課 ― ― ― 3,160 3,160

都市計画部 898 1,168 1,251 1,652 1,680

建築安全課 3,280 3,120 3,160 3,160 3,160

都市計画部

建築安全課 3,280 3,120 3,160 3,160 3,160

64 3,000 0 6,000

51500401
既存建築物耐震改修
促進補助事業

43
現状維持
で実施

51500501 市営住宅施設運営費 56

―

761 940 940

建築安全課 8,200 7,800 7,900 7,900 7,900

現状維持
で実施

51500601

56

市営住宅施設管理費

現状維持
で実施

51500801
道路後退用地分筆補助
事業

55
現状維持
で実施

51500901
民間建築物アスベスト
対策補助事業

42
現状維持
で実施

51501001
既存ブロック塀等安全
対策補助事業

50
拡充して

実施

4,400



年度 ～

継続

事業期間

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　① 計画的な土地利用の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 都市計画課 問い合わせ先

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

都市計画決定に係る検討や関係機関協議等で必要となる都
市計画図書等を作成する。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 003細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51100101 事業名称 都市計画事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

258-1110(#33-5503)

都市計画法

事業の成果
【定性的評価】

都市計画道路の変更に係る検討のため、道路計画図及び交差点計画図を作成した。

３ 事業活動・成果の状況

都市計画道路の変更に係る検討のため、関係機関等と調整を図り、都
市計画図書等を作成した。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

都市計画道路1路線について、道路計画図及び交差点計画
図を作成した。

項目 実績 単位

都市計画図書等の作成 1 業務

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

11
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

都市の健全な発展のためには、都市施設の適切な配置と早期の完成が必要である。利便性お
よび安全性の向上を図るためには、多面的な検討等により、まちづくりを推進する必要がある。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

52
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行わなかった／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

都市計画事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 1,159 3,951 3,086 9,146 2,835

2,145

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 652 1,564 2,145 9,146

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 652 1,564

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 15,160 13,967 15,022 20,206 13,895

概算人件費（Ｅ） 14,508 12,403 12,877 11,060 11,060

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.86 0.00 1.57 0.00 1.63 0.00 1.40 0.00 1.40



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 6,016 5,996 6,085 6,275 12,450

概算人件費（Ｅ） 3,510 3,555 3,555 3,555 3,555

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.45 0.00 0.45 0.00 0.45 0.00 0.45 0.00 0.45 0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 2,506 2,441 2,530 2,720

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 2,506 2,441

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 2,590 2,680 2,650 2,720 8,895

2,530

都市計画基礎調査事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行わなかった／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

本調査で得たデータの整備・更新により、データの有効活用を図ると共に、比較的高度な情報
処理が求められている業務への活用に関して、実務に即したデータの運用や当該データの更
なる利活用の検討を行う。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

11
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

258-1110(#33-5506)

都市計画法第６条

事業の成果
【定性的評価】

都市づくりの計画や事業は毎年、計画的に進められており、これらの事業を検討するには常に正確な都市の状況を把握しておく必要
があることから、当調査による都市の動向や状況の収集・整理･分析を行うことにより、常に正確で適時適切な都市計画が推進された。

３ 事業活動・成果の状況

都市計画区域内について、土地利用現況、用途別・階層別建物現況
の調査を行った。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・市全域の土地利用現況調査
・市全域の用途別・階層別建物現況調査

項目 実績 単位

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51100201 事業名称 都市計画基礎調査事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

全部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

都市計画に関する基礎調査として、都市の現状、都市化の動
向等を広範囲なデータとして把握し、これらデータを基に、都
市計画の策定とその実施を適切に遂行するために、当該基
礎調査を実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 003細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 昭和 43

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　① 計画的な土地利用の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 都市計画課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 昭和 44

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　① 計画的な土地利用の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 都市計画課 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 市民等

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

都市計画行政の円滑な運営

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 004細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51100401 事業名称 都市計画審議会経費 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

258-1110(#33-5501)

都市計画法、川口市都市計画審議会条例

事業の成果
【定性的評価】

各都市計画決定の変更等、それぞれの課題を検討・整理し、各案に反映した。

３ 事業活動・成果の状況

（１）都市計画法に基づき市が定めようとする都市計画案の調査審議
（２）市長の諮問に応じて都市計画に関する事項の調査審議
（３）都市計画に関する事項についての関係行政機関への建議

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・川口都市計画（案）の審議（諮問・答申） 項目 実績 単位

審議会の開催 1 回

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

都市計画審議会は、学識経験者、市議会議員、市民で構成され、様々な分野の意見を川口の
都市計画に反映することができる大切な機会である。案件の内容が多岐にわたり専門用語など
も多いため、十分な理解が得られるよう、分かりやすい資料の作成や説明が必要である。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

12

13

55
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

都市計画審議会経費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 553 443 443 618 443

96

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 302 309 96 618

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 302 309

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 3,032 3,074 2,861 3,383 3,208

概算人件費（Ｅ） 2,730 2,765 2,765 2,765 2,765

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.35 0.00 0.35 0.00 0.35 0.00 0.35 0.00 0.35



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 10,343 10,978 11,343 12,636 12,636

概算人件費（Ｅ） 6,084 6,162 6,162 6,162 6,162

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.78 0.00 0.78 0.00 0.78 0.00 0.78 0.00 0.78 0.00

特定財源（Ｃ） 4,259 4,509 4,810 3,787

一般財源（Ｄ） 0 307 371 2,687

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 4,259 4,816

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 4,599 6,012 6,127 6,474 6,474

5,181

川口駅東口公共広場管理事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

広場利用開始から１０年以上を経過し、昨年度床面清掃をしたところ利用者から好評を得た。
続けて床面・照明灯などの修繕が必要となっている。安全な広場管理ができるよう、予算を組
みなおしながらの管理や修繕等も行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 　

令和3年度

280-1219

川口駅東口公共広場設置及び管理条例、川口駅東口公共広場管理規則、川口駅東口公共広場貸出取扱要綱

事業の成果
【定性的評価】

イベント利用やCM・ドラマ撮影の問い合わせが増加しており、川口市のPRに繋がる役割も果たすようになった。また、天候不良や炬
火台の設置工事等稼働日が減少するなか、1月末現在で前年度比110％以上の利用申請があった。

３ 事業活動・成果の状況

・駅前にふさわしい企画等が実施出来る様、広場の適切な維持・管理
を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・企画申請書の受付・審査・許可
・使用料の徴収
・管理・清掃、樹木管理
・修繕

項目 実績 単位

利用件数（イベント等実施件数） 72 件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51100501 事業名称 川口駅東口公共広場管理事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等（広場利用者・イベント等参加者） 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市民に憩いと集いの場を提供することにより、市民相互の交
流及び中心市街地の活性化を図ることを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 09目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 18

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　① 計画的な土地利用の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 8,151 4,073 4,074 4,075 4,075

概算人件費（Ｅ） 7,800 3,950 3,950 3,950 3,950

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 351 123 124 125

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 351 123

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 364 130 124 125 125

124

都市再開発方針等策定事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

52
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行わなかった／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

本市では、社会情勢の変化等に応じ、概ね5年をめどに都市再開発方針の見直しの検討を
行っていることから、今後、令和５年度中の見直しに向けた今後の市街地整備のあり方の検
討、見直しに係る委員会等の設置運営、方針の変更素案の作成補助といった業務を必要とす
る。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 拡充して実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ どちらともいえない 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

11
／15

高かった

13
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

280-1220

都市再開発法、社会資本整備総合交付金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

都市計画支援システムを活用し、今後の市街地整備のあり方を検討することができた。

３ 事業活動・成果の状況

総合計画や都市計画基本方針などの上位計画との整合を図りながら、
今後の市街地整備のあり方について検討し、都市計画に位置付けら
れる都市再開発方針の見直し等を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

都市計画支援システムを活用し、再開発事業の可能性を念
頭に今後の市街地整備のあり方を検討した。

項目 実績 単位

都市計画支援システムの導入 1 回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51100601 事業名称 都市再開発方針等策定事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市内の既成市街地において居住・活動する市民・事業者等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

都市再開発法第２条の３に基づく都市再開発方針について、
定期的に見直し等を行い、時勢に即した方針を検討・策定し
ていくことを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 004細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 26

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　① 計画的な土地利用の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 24

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

3 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 市街地整備室 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

地区内権利者（芝4・5丁目、芝樋ノ爪1・2丁目、芝富士1・2丁
目、大字芝の一部地内）

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

地区内に存する密集市街地を住宅市街地総合整備事業（密
集住宅市街地整備型）により改善し、地区の防災性・安全性
を確保するため。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200102 事業名称 芝地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
主要な事業

政策宣言38

令和

新規・継続

根拠法令等

公園整備に伴う用地取得 1

令和3年度

29 42.30 48.10 55.79

264-5321

住生活基本計画（全国計画）

事業の成果
【定性的評価】

まちづくり協議会の開催及びまちづくりニュースの発行等により、地区内権利者の事業に対する理解を得られ、道路・公園整備に伴う
用地取得ができたことで事業進捗が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

震災時に避難・消火活動等を支える道路・公園等の整備等。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

事業普及活動を主な目的としたまちづくり協議会の実施及び
まちづくりニュースの発行（芝富士地区、芝樋ノ爪及び芝４・５
丁目地区）。道路・公園整備に伴う用地取得。密集市街地改
善整備補助金の交付。

項目 実績 単位

まちづくり協議会の実施 4 回

道路整備に伴う用地取得 23

指
標
①

名称 公共施設整備による用地取得の進捗率 指標・目標値の
説明（算定式）

事業による総取得予定面積（㎡）に対する、過年度の用地取得面積に
当該年度当初予算時の用地取得予定面積を加えた面積（㎡）の割合
（％）単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 30.06 達成 39.37 未達成 52.50 達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

さらなる事業の進捗を図るため、道路・公園整備に伴う用地取得へ向けた権利者との調整を行
う。また、既整備中の道路・公園以外に地区の防災性の向上に必要な整備に対する補助制度
のさらなる周知を図り、権利者の協力を求める。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

芝地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 928,135 1,619,478 1,883,023 448,409 831,532

1,574,587

0.00

特定財源（Ｃ） 425,999 452,647 675,067 384,940

一般財源（Ｄ） 421,803 983,855 899,520 63,469

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 847,802 1,436,502

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 886,256 1,471,499 1,609,584 483,406 866,529

概算人件費（Ｅ） 38,454 34,997 34,997 34,997 34,997

従事職員人数（人） 常勤 再任用 4.93 0.00 4.43 0.00 4.43 0.00 4.43 0.00 4.43



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              11,993 16,667 37,612 480,851

概算人件費（Ｅ） ―              7,900 7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

特定財源（Ｃ） ―              577 891 20,760

一般財源（Ｄ） ―              3,516 7,876 8,952

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              4,093

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              4,538 10,828 29,712 472,951

8,767

芝中央地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

さらなる事業の推進を図るため、道路公園整備に伴う用地取得へ向けた用地測量を実施する
とともに、路線別説明会を実施し権利者との調整を進める。

2年度 現状維持で実施

3年度 拡充して実施

4年度 現状維持で実施

15

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 どちらともいえない

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 路線別説明会 指標・目標値の
説明（算定式）

事業に対する理解度を高め事業推進を図るための説明会の回数
単位 回 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

2

実績値・達成状況 2 達成 2 達成

令和3年度

2 2 2

264-5321

社会資本整備総合交付金要綱

事業の成果
【定性的評価】

路線測量、用地測量の実施及び路線別説明会の実施により、地区内権利者の事業に対する理解度を高め事業推進を図った。

３ 事業活動・成果の状況

震災時に避難・消火活動等を支える道路・公園等の整備

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

最優先整備路線の路線測量及び用地測量を実施するととも
に、路線別説明会を行った。

項目 実績 単位

路線測量 178 ｍ

用地測量 339

回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200112 事業名称 芝中央地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
主要な事業

政策宣言38

令和

新規・継続

根拠法令等

路線別説明会 2

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝中央地区住宅市街地総合整備事業地内権利者（大字芝の
一部）

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

地区内における防災性・安全性の向上及び住環境の改善を
図るため、道路や公園等の公共施設整備等を総合的に行う。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 05細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 30

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

8 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 市街地整備室 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              53,155 237,883 738,949 613,126

概算人件費（Ｅ） ―              19,355 19,355 19,355 19,355

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      2.45 0.00 2.45 0.00 2.45 0.00 2.45 0.00

特定財源（Ｃ） ―              21,309 195,771 653,901

一般財源（Ｄ） ―              12,491 22,757 65,693

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              33,800

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              45,700 363,401 719,594 593,771

218,528

芝中央沿道第１土地区画整理事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

本地区は通常の土地区画整理事業のように「減歩」のみでは公共用地を生み出すことができ
ない減価補償地区であり、速やかな事業の進捗を図るため、用地買収を進めていく。

2年度 拡充して実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地買収件数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に用地買収を行った件数
単位 件 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 2 達成 0 未達成

令和3年度

2 4 6

264-5321

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

速やかな事業の進捗を図るため、補償対象となる建物等の移転補償及び物件調査を行い、用地取得を予定している土地の用地測
量を行った。

３ 事業活動・成果の状況

事業用地となる土地の用地買収を進め、防災性の向上と住環境の改
善を図るための道路・公園等の整備を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・物件移転補償
・補償対象となる建物等の物件調査
・用地取得を予定している土地の用地測量

項目 実績 単位

物件調査 3 箇所

用地測量 2,660

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200122 事業名称 芝中央沿道第１土地区画整理事業 事業区分
主要な事業

政策宣言38

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝中央沿道第１土地区画整理事業地内の権利者（大字芝の
一部）

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

地区内の都市計画道路（蕨芝線、芝神根線）とその沿道の市
街地整備について、沿道型の土地区画整理事業を実施し、
密集市街地の解消と不燃化を促進し、防災性の向上及び住
環境の改善を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 14目 001細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

㎡

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 30

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 市街地整備室 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              7,912 5,800 7,573 28,560

概算人件費（Ｅ） ―              3,160 3,160 3,160 3,160

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00

特定財源（Ｃ） ―              0 0 0

一般財源（Ｄ） ―              4,752 2,640 4,413

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              4,752

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              5,241 2,820 4,413 25,400

2,640

芝中央沿道土地区画整理事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

本地区は、まだ事業化に至っていない事業化検討地区であるため、権利者との合意形成を図
りつつ、既事業化区域の拡大、変更等の検討を要する。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 まちづくり協議会・運営委員会 指標・目標値の
説明（算定式）

事業化区域の確定に向けた地元検討組織の会議支援回数
単位 回 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

1

実績値・達成状況 1 達成 1 達成

令和3年度

1 1 1

264-5321

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

早期事業化のための公共用地確保及び事業区域の確定に向け、権利者の理解と協力を得るための活動を行った。

３ 事業活動・成果の状況

地区内の都市計画道路（蕨芝線、芝神根線）とその沿道の市街地整備
について、沿道型の土地区画整理事業を実施し、密集市街地の解消
と不燃化を促進し、防災性の向上及び住環境の改善を図るため、事業
区域の確定を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・まちづくり協議会の開催
・まちづくり協議会運営委員会の開催
・まちづくりニュースの発行

項目 実績 単位

まちづくり協議会 1 回

まちづくり協議会運営委員会 1

回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200134 事業名称 芝中央沿道土地区画整理事業 事業区分
主要な事業

政策宣言38・その他

新規・継続

根拠法令等

まちづくりニュース発行 1

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

都市計画道路（蕨芝線、芝神根線）沿道権利者（大字芝の一
部）

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

土地区画整理事業予定区域において、検討組織の支援及び
事業化検討を行う。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 14目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

回

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 30

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 市街地整備室 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              49,619 48,447 49,580 46,499

概算人件費（Ｅ） ―              39,500 39,500 39,500 39,500

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      5.00 0.00 5.00 0.00 5.00 0.00 5.00 0.00

特定財源（Ｃ） ―              4,435 2,274 0

一般財源（Ｄ） ―              5,684 6,673 10,080

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              10,119

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              10,131 8,948 10,080 6,999

8,947

開発行為等システム化事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

システム化により、効率性は望めるが全てを包括するためシステムが複雑化している。
より直感的に操作しやすいシステムを構築するため、継続的なシステム改修が必要である。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

258-1110(#33-5551)

都市計画法第29条、34条他

事業の成果
【定性的評価】

今までの開発審査課における事業の一元的管理が出来ると共に効率化、ペーパレス化が達成される。

３ 事業活動・成果の状況

過去の許可や届出の書面のＰＤＦ化及び帳票化
空中写真及び地番図と連動した対象地の特定
上記の内容を反映したシステムの構築

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・過去の開発登録簿（昭和４６年から）及び図面のＰＤＦ化
・上記の対象地のシステム上の住宅地図への反映
・システムの構築

項目 実績 単位

地図上への反映 2,197 件

図面のＰＤＦ化 3,706

工種

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200141 事業名称 開発行為等システム化事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

データベースの保守 13

５ 視点評価

全部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

株式会社旭測量設計 開発審査課、開発業者、建築業者及び市民

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市街化調整区域内の許可や届出のデータや書類を全てシス
テム化し一元的に管理を行うもの
開発許可等で交付する帳票もシステムに導入することで窓口
における効率化を図るもの

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 30

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

3 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 開発審査課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 406,287 538,872 504,840 486,821 517,300

概算人件費（Ｅ） 124,800 126,400 126,400 126,400 126,400

従事職員人数（人） 常勤 再任用 16.00 0.00 16.00 0.00 16.00 0.00 16.00 0.00 16.00

162 未達成

0.00

特定財源（Ｃ） 77,889 81,592 79,816 56,000

一般財源（Ｄ） 203,598 330,880 298,624 304,421

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 281,487 412,472

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 460,740 428,906 397,937 360,421 390,900

378,440

組合区画整理推進事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に道路築造した工事延長
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

284 323 371 352 213

未達成 126

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

川口市戸塚南部特定土地区画整理事業は、換地処分にむけて残事業を実施し、計画期間
内での事業の完了を目指す。川口市戸塚東部特定土地区画整理事業は、事業計画期間内
の完了を目指し、早期完了にむけて、課題の整理及び解決並びに事業資金の安定的な確保
が課題である。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

4

実績値・達成状況 6 未達成 5 達成 6 達成

183

令和3年度

7 3 6 5

294-2774

土地区画整理法，川口市社会資本整備総合計画，埼玉県社会資本整備総合計画

事業の成果
【定性的評価】

川口市戸塚南部特定土地区画整理組合は、当初計画どおり事業が実施できた。
川口市戸塚東部特定土地区画整理組合は、街路築造工事、建物等の移転補償を実施した結果、進捗率が増加した。

３ 事業活動・成果の状況

・都市計画道路及び区画街路の整備
・建物、工作物等の移転補償
・換地設計の変更及び換地計画の策定
・各組合の技術支援

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

川口市戸塚南部特定土地区画整理組合に対し、補助金を交
付し、出来形確認測量、換地計画策定委託など実施した。
川口市戸塚東部特定土地区画整理組合に対し、補助金を交
付し、街路築造工事、建物等の移転補償など実施した。

項目 実績 単位

戸塚南部地区事業進捗率 95 %

戸塚東部地区事業進捗率 81.30

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200302 事業名称 組合区画整理推進事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市戸塚南部特定土地区画整理組合
川口市戸塚東部特定土地区画整理組合

川口市戸塚南部特定土地区画整理組合及び川口市戸塚東部特定
土地区画整理組合の事業地内の権利者

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

川口市戸塚南部特定土地区画整理組合及び川口市戸塚
東部特定土地区画整理組合に対して、補助金の交付並びに
技術支援を行い、土地区画整理事業の完了を目指し、都市
基盤の整備を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 01款 01項 03目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

%

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 昭和 62

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

13 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 区画整理組合推進室 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 520,099 558,812 439,407 483,182 487,132

概算人件費（Ｅ） 56,550 55,300 55,300 43,450 47,400

従事職員人数（人） 常勤 再任用 7.25 0.00 7.00 0.00 7.00 0.00 5.50 0.00 6.00

545.50 未達成

0.00

特定財源（Ｃ） 423,894 484,579 343,608 383,379

一般財源（Ｄ） 39,655 18,933 40,499 56,353

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 463,549 503,512

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 601,272 701,899 536,830 439,732 439,732

384,107

芝東第３事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

614 565 450 400 400

未達成 418.60

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

地区権利者の高齢化及び建物の老朽化が著しく、早期の事業進捗が必要である。本事業の
課題として、高台では、発掘調査に時間を要している。そのため、作業ヤードの借上げ等を進
めていく。
また、令和元年度より住市総事業との合併施行を実施し、事業の早期完了を目指す。

2年度 拡充して実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

7

実績値・達成状況 15 達成 10 達成 8 達成

362

令和3年度

12 9 5 7

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は46.4％となる。

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年度は主に事業区内における仮換地指定の交渉、道
路築造を含めた街路築造工事、造成工事、物件補償等を
行った。

項目 実績 単位

物件補償棟数 8 棟

街路築造工事延長 418.60

㎡

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200402 事業名称 芝東第３事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

仮換地指定地積 166.30

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第3土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本事業の目的は、芝東第3土地区画整理事業地内の道路、
公園等の都市基盤の整備により、良好な住環境を有する市
街地の形成と共に、良好な住宅、宅地の供給を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 03項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

m

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 7

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

6 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 660,231 854,678 680,172 866,622 734,287

概算人件費（Ｅ） 56,550 55,300 55,300 37,525 47,400

従事職員人数（人） 常勤 再任用 7.25 0.00 7.00 0.00 7.00 0.00 4.75 0.00 6.00

707.20 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 552,733 737,888 564,577 729,323

一般財源（Ｄ） 50,948 61,490 60,295 99,774

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 603,681 799,378

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 885,624 1,038,136 819,904 829,097 686,887

624,872

芝東第４事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

599 888.20 740 1,075 1,075

未達成 448.70

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

権利者の高齢化や建物の老朽化が著しく、早期の事業進捗が必要である。本事業は既存水
路や計画道路と現道が交差するなど、連鎖した移転待機状態が課題である。集団移転の具体
化や現道を活かした計画変更を行い、事業推進を図る。また、令和元年度からは住市総事業
との合併施行を実施し、事業の早期完了を目指す。

2年度 拡充して実施

3年度 効率化して実施

4年度 拡充して実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

24

実績値・達成状況 22 未達成 24 達成 10 達成

493.80

令和3年度

24 24 8 13

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は62.9％となる

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年度は主に事業区内における仮換地指定の交渉、道
路築造を含めた街路築造工事、造成工事、物件補償等を
行った。また、区画街路の新設、墓地の位置の変更のための
事業計画変更や集団移転の関係権利者への説明会を行っ
た。

項目 実績 単位

物件補償棟数 10 棟

街路築造工事延長 448.70

㎡

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200502 事業名称 芝東第４事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

仮換地指定地積 80.26

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第4土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本事業の目的は、芝東第４土地区画整理事業地内の公共施
設の整備を行い、合理的な土地利用を図ると共に良好な住
環境と景観を有する住宅地として整備を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 04項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

m

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

10 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 昭和 54

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第5土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本事業の目的は、芝東第５土地区画整理事業地内の公共施
設の整備を図り、健全な住環境を有する市街地の形成を図
る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 05項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200602 事業名称 芝東第５事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

―          

令和3年度

―                ―                2 2

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は99.3％となる

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年度は、物件補償や基準点改測、移転物件の補償調
査等を行った。

項目 実績 単位

物件補償棟数 1 棟

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数　 ※長期に亘る残存物件の交渉
成立が見込めなかったため一部目標値なし
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

―                

実績値・達成状況 ―          ― ―          ― 1 未達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

どちらともいえない

15
／15

視点評価 視点

本事業は収束期にきており、事業完了に向けた人員の確保や市単独費の確保が課題となって
いる。今後は残補償や残工事、保留地処分、出来形確認測量の改測を実施していく。令和5年
度、事業完了を目指す。

2年度 拡充して実施

3年度 拡充して実施

4年度 効率化して実施

11

13

― ―          

52
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

芝東第５事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長　 ※長期に亘る工作物補償後の
工事が見込めなかったため一部目標値なし
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

―                ―                ―                100 47

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 8,862 23,143 54,031 64,670 417,802

34,528

―          ―

0.00

特定財源（Ｃ） 245 95 1,765 33,050

一般財源（Ｄ） 1,165 11,731 32,763 31,620

―

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 1,410 11,826

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 18,960 27,626 50,328 74,545 433,602

概算人件費（Ｅ） 17,550 15,800 15,800 9,875 15,800

従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.25 0.00 2.00 0.00 2.00 0.00 1.25 0.00 2.00



年度 ～

継続

事業期間 昭和 60

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

6 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第6土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本事業の目的は、芝東第６土地区画整理事業地内の狭く屈
折した道路や無秩序な市街地を、合理的な土地利用を図り、
良好な住環境を有する住宅地としての整備を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 06項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

㎡

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200702 事業名称 芝東第６事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

―          

令和3年度

―                ―                ―                2

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元度末時点での進捗率は97.0％となる

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年度は、事業計画変更や事業区内における保留地処
分、造成工事等を行った。

項目 実績 単位

保留地処分面積 583.69 ㎡

造成工事面積 34

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数　※移転完了済みのため目標値な
し
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

―                

実績値・達成状況 ―          ― ―          ― ―          ―

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

まずは、残りの工作物補償等を進める。本事業は収束期にきており、事業完了に向けた人員の
確保や市単独費の確保が課題となっている。令和元年度は、事業期間の延伸を行った。高圧
線下地の整理や残保留地の処分をし、令和6年度の事業完了を目指す。

2年度 拡充して実施

3年度 拡充して実施

4年度 効率化して実施

13

13

― ―          

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

芝東第６事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長　※整備完了済みのため目標値な
し
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

32 ―                ―                105 ―                

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 82,443 44,404 63,984 79,363 104,650

60,020

32 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 36,167 28,180 42,805 45,734

一般財源（Ｄ） 19,459 859 17,215 33,629

―

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 55,626 29,039

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 73,176 44,839 75,820 95,163 120,450

概算人件費（Ｅ） 17,550 15,800 15,800 15,800 15,800

従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.25 0.00 2.00 0.00 2.00 0.00 2.00 0.00 2.00



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 1,005,256 967,341 686,136 897,383 913,770

概算人件費（Ｅ） 92,820 92,035 94,800 94,800 94,800

従事職員人数（人） 常勤 再任用 11.90 0.00 11.65 0.00 12.00 0.00 12.00 0.00 12.00

1,199.70 未達成

0.00

特定財源（Ｃ） 831,833 786,392 522,710 712,388

一般財源（Ｄ） 80,603 88,914 68,626 90,195

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 912,436 875,306

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 1,256,348 995,873 652,462 802,583 818,970

591,336

新郷東部第２事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造工事した工事延長
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

1,209 2,234 915 1,130 885

未達成 156.20

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

仮換地案に対する意見調整を進め、仮換地指定の促進と治水及び交通安全の問題の早期改
善が課題である。地権者からの様々な意見要望に対応するため、事業計画の見直し、現道を
活かした道路計画への検討。また、促進用地の活用及び地権者から未利用地を借り上げ、移
転用地を確保し移転を促進する。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に建物移転を行った棟数
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

14

実績値・達成状況 12 未達成 33 達成 12 達成

962.70

令和3年度

21 23 12 13

284-0100

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は21.5％となる。

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

仮換地指定、街路築造工事、造成工事、物件補償、道路実
施設計委託、画地確定測量委託、移転物件調査委託、仮換
地指定通知書作成委託、換地設計変更委託等を実施した。

項目 実績 単位

物件補償棟数 12 棟

街路築造工事延長 156.20

㎡

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200802 事業名称 新郷東部第２事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

仮換地指定面積 14,169.71

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

新郷東部第2土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

道路、公園等の公共施設を整備改善すると同時に、新郷多
目的遊水地事業及び辰井川改修事業を行い浸水被害を無く
し、安全快適な居住環境の整備を図ることを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 02項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 10

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 東部土地区画整理事務所 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 667,042 713,952 860,277 995,453 995,453

概算人件費（Ｅ） 60,450 63,200 63,200 63,200 63,200

従事職員人数（人） 常勤 再任用 7.75 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00

1,291 未達成

0.00

特定財源（Ｃ） 531,892 573,883 673,929 826,815

一般財源（Ｄ） 74,700 76,869 123,148 105,438

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 606,592 650,752

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 772,949 846,154 944,461 932,253 932,253

797,077

石神西立野特定事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長
当初予算と実施計画に基づき設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

1,338 706 635 491 650

未達成 201

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

事業費確保及び事業の長期化が課題である。事業費確保のため保留地の計画的な整備を進
め、安定した財源確保に努める。事業の長期化に対しては協力を得られていない一部権利者
に対して、これまでの検証と具体的な検討を行い仮換地案に対する意見調整を進め、建物移
転を円滑に行うことにより、街路築造工事等の進捗を図る。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に物件補償を行った棟数
当初予算と実施計画に基づき設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

11

実績値・達成状況 20 達成 18 未達成 14 未達成

643

令和3年度

20 23 25 20

295-1009

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は52.5％となる。

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

主な活動内容は、仮換地指定、街路築造工事、物件補償、
及び業務委託として物件補償調査、実施設計、画地測量を
行った。

項目 実績 単位

物件補償棟数 14 棟

街路築造工事延長 201

㎡

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200812 事業名称 石神西立野特定事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

仮換地指定地積 197

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

石神西立野特定土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

埼玉高速鉄道線戸塚安行駅へのアクセス道路の整備、並び
に、今後住宅地の需要が高まることが予想されることから、土
地区画整理事業により、都市機能（生活環境・利便性・防災
性）の向上、改善を目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 07項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 6

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

10 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 北部土地区画整理事務所 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 699,338 682,092 661,021 809,906 809,906

概算人件費（Ｅ） 62,400 63,200 63,200 63,200 63,200

従事職員人数（人） 常勤 再任用 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00

1,158 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 561,900 544,559 519,415 665,234

一般財源（Ｄ） 75,038 74,333 78,406 81,472

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 636,938 618,892

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 707,201 903,633 753,142 746,706 746,706

597,821

安行藤八特定事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長
当初予算と実施計画に基づき設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

1,092 795 475 440 700

達成 157

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

事業費確保及び事業の長期化が課題である。事業費確保のため保留地の計画的な整備を進
め、安定した財源確保に努める。事業の長期化に対しては協力を得られていない一部権利者
に対して、これまでの検証と具体的な検討を行い仮換地案に対する意見調整を進め、建物移
転を円滑に行うことにより、街路築造工事等の進捗を図る。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に物件補償を行った棟数
当初予算と実施計画に基づき設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

25

実績値・達成状況 19 未達成 19 未達成 17 未達成

999

令和3年度

21 31 25 24

295-1009

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は36.5％となる。

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

主な活動内容は、仮換地指定、街路築造工事、物件補償及
び業務委託として物件補償調査、実施設計、画地測量を行っ
た。

項目 実績 単位

物件補償棟数 17 棟

街路築造工事延長 157

㎡

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200822 事業名称 安行藤八特定事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24

令和

新規・継続

根拠法令等

仮換地指定地積 2,003

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

安行藤八特定土地区画整理事業地内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

埼玉高速鉄道線の開通に伴い、最寄り駅である戸塚安行駅
へのアクセス道路の整備及び今後、住宅地の需要が高まるこ
とが予想されることから、良好な住宅地を供給するため都市基
盤整備を目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 08項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 9

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

6 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 北部土地区画整理事務所 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 里土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

里土地区画整理事業地区内の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

埼玉高速鉄道線鳩ヶ谷駅を拠点として公共施設等の整備改
善を進めることにより、未整備のままスプロール化した地区の
再編成を行い、健全で良好な市街地整備を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 09項 01目 001細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200832 事業名称 里事業費 事業区分
主要な事業

政策宣言24・総合戦略Ｄ

令和

新規・継続

根拠法令等

　　

893

令和3年度

31 22 22 30

286-2888

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

令和元年度末時点での進捗率は７９．２％

３ 事業活動・成果の状況

・仮換地指定
・物件補償及び業務委託として物件補償調査
・街路築造工事、造成工事
・保留地処分
・換地処分、清算金の徴収・交付

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・道路実施設計委託
・移転物件調査委託
・街路整備工事(道路築造)
・事業促進用地取得
・物件補償

項目 実績 単位

物件補償棟数 29 棟

街路築造工事延長 567

指
標
①

名称 物件補償棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に物件補償を行った棟数
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

22

実績値・達成状況 30 未達成 22 達成 29 達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

建物密集地域が多く移転先が待機状態であり、また、芝川堤脚道路(地区外)の整備の課題も
あり、事業の停滞、長期化が懸念されることから、財務省用地を購入しボトルネック解消のため
活用し、併せて建物密集地域の仮換地の再配置による事業計画変更に関する手続き等を進
め、事業進捗を図っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

未達成 567

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

里事業費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 街路築造工事延長 指標・目標値の
説明（算定式）

当該年度に街路築造した工事延長
当初予算と実施計画を勘案して設定単位 ｍ 指標の種別 結果

目標値
令和2年度 令和3年度

960 951 950 953 950

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 903,414 768,683 1,245,016 1,345,342 821,143

819,611

996 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 671,692 530,121 713,436 1,194,803

一般財源（Ｄ） 33,536 118,468 106,175 150,539

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 705,228 648,589

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 767,628 711,789 882,811 1,408,542 884,343

概算人件費（Ｅ） 62,400 63,200 63,200 63,200 63,200

従事職員人数（人） 常勤 再任用 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00 0.00 8.00



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 54,916 55,732 55,749 56,561 56,561

概算人件費（Ｅ） 54,600 55,300 55,300 55,300 55,300

従事職員人数（人） 常勤 再任用 7.00 0.00 7.00 0.00 7.00 0.00 7.00 0.00 7.00 0.00

特定財源（Ｃ） 316 432 449 1,261

一般財源（Ｄ） 0 0 0 0

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 316 432

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 789 775 777 1,261 1,261

449

開発審査事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

58
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 改善の余地なし 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

審査会委員の専門性が極めて高く、法律、経済、公衆衛生、都市計画、建築の各分野に精通
していることが求められる。職員及び委員各々の力量の維持及び向上が課題となるため、計画
的な人事異動及び人員配置が必要である。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

258-1110(#33-5551)

都市計画法第29条、34条他

事業の成果
【定性的評価】

開発行政の適正化が図られ、乱開発を防ぐことが出来る

３ 事業活動・成果の状況

・開発許可申請に関する許認可事務
・市街化調整区域内における建築許可
・申請に関する許認可事務

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

6件の諮問を行い、全て承認された。
開発許可５件、建築許可１件

項目 実績 単位

開発審査会の開催 5 回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51200901 事業名称 開発審査事業 事業区分
通常事業

―

平成

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民、建築関係団体（建築または設計に関する業者） 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

乱開発の防止
スプロール化の抑制

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 31

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

31 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 開発審査課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,880 4,150 4,150 4,150 4,150

概算人件費（Ｅ） 4,680 3,950 3,950 3,950 3,950

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.60 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50

1 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 200 200 200 200

達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 200 200

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 200 200 200 200 200

200

市街地総合事業協議会支援事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 まちづくり勉強会 指標・目標値の
説明（算定式）

まちづくりを推進するため、川口駅周辺に相応しい新しいまちづくり手
法等を題材とした勉強会について、開催回数を示したもの。（単位：
回）単位 回 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

1 1 1 1 1

達成 1

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

近年、まちづくりの方向性が多様化し、多岐の分野にわたるようになり、これに対応していくこと
が課題となっている。これに対し、当協議会としても適切な情報の把握を行うなど、常に研究し
改善に努めている。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 先進都市視察研修 指標・目標値の
説明（算定式）

まちづくりを推進するため、川口駅周辺に相応しい先進的な都市を参
考とするために行う視察研修について、開催回数を示したもの。（単
位：回）単位 回 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

1

実績値・達成状況 1 達成 1 達成 1 達成

1

令和3年度

1 1 1 1

280-1220

市街地総合事業協議会補助金交付要綱、市街地総合事業協議会規約

事業の成果
【定性的評価】

当協議会の活動を進める事により、川口市が実施している川口駅周辺地区住宅市街地総合整備事業の一層の推進が図られている。

３ 事業活動・成果の状況

更なる住み良いまちづくりの推進を図るため視察や勉強会を行い、ま
た、総会等を行い、地区内周辺の整備状況等の情報共有を図る。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

６月に理事会、７月に総会を実施し、１１月に先進都市視察研
修、２月にまちづくり勉強会を実施した。また、３月に会報を発
行した。

項目 実績 単位

総会 1 回

先進都市視察研修 1

回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51201001 事業名称 市街地総合事業協議会支援事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

まちづくり勉強会 1

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市街地総合事業協議会員 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

行政と地元との中間的な役割を担う当協議会は、川口駅周辺
地区の再開発事業等を進めるにあたり、地元の理解と協力を
もって、住み良いまちづくりの実現に努めることを目的として
いる。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

回

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 2

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 12,565 16,257 16,756 25,746 25,746

概算人件費（Ｅ） 7,800 11,060 11,060 11,060 11,060

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 1.40 0.00 1.40 0.00 1.40 0.00 1.40

3 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 4,765 5,197 5,696 14,686

達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 4,765 5,197

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 7,112 5,607 6,021 14,686 14,686

5,696

桜町地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 まちづくり勉強会等の開催 指標・目標値の
説明（算定式）

報告会及びまちづくりの進め方等について意見交換等を行なう協議会
の開催回数を示したもの。（単位：回）単位 回 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

3 3 3 3 3

達成 3

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

令和元年度は、地元への理解及び協力体制を深めるため協議会を設立し、意見交換等を行う
など地区内住民の合意形成が図れる整備計画の策定に向け、事業を推進する。

2年度 拡充して実施

3年度 拡充して実施

4年度 拡充して実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 まちづくりニュースの発行 指標・目標値の
説明（算定式）

地権者等に向けた、事業内容の周知に関するニュースの発行回数を
示したもの。（単位：回）単位 回 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

3

実績値・達成状況 3 達成 3 達成 3 達成

4

令和3年度

3 3 3 3

280-1220

住生活基本法、社会資本整備総合交付金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

協議会を設立し、整備検討路線沿道に居住されている方を対象にヒアリングを行うなど、来年度の整備計画策定に向けて、進展がみ
られた。

３ 事業活動・成果の状況

まちづくりに関する調査を行ったことにより地権者との合意形成を図る
ための整備事業手法の検討を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

事業推進のため、地区内住民等に対し、昨年度までの状況
等の報告会を実施し、地区内地権者が参加する協議会を設
立し、まちづくりに関する意見交換等を行った。また、整備検
討路線沿道居住者を対象にヒアリングを実施した。

項目 実績 単位

まちづくり協議会の開催 3 回

まちづくりニュースの発行 3

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51201101 事業名称 桜町地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

桜町地区住宅市街地総合整備事業地区内の権利者等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

木造住宅地が密集し細街路が多い本地区において、道路等
の公共施設整備などを実施することにより、快適で安全な住
宅市街地の形成を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 03細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

回

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 15

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 22

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

・事業要件に適合する市民及びまちづくり活動団体等
・西川口駅周辺地区まちづくり協議会会員

左記対象者を含む、西川口駅周辺地区にて居住・活動する市民・事
業者等並びに同地区を訪問する地区外居住者等

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

・西川口駅西口周辺を安全・安心で明るいまちに再生すべ
く、施設の新設等を行う市民や団体等に対し補助を行うもの。
・地元自治会や商店街等が参画するまちづくり協議会におい
て、地区の魅力づくり・活力づくりに向けた取組みを行うもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 003細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

回

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51201201 事業名称 西川口駅周辺再生支援事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

1

令和3年度

4 3 3 3

280-1220

西川口駅西口再生支援事業補助金交付要綱、西川口駅周辺地区まちづくり協議会補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

・再生支援事業につき、年度内の申請はなかったものの、来年度中の実施に向けて相談者との調整を進めている状況にある。
・まちづくり協議会につき、視察や勉強会を通じて地域のまちづくり気運の醸成を促すことができた。

３ 事業活動・成果の状況

・再生支援事業においては、西川口駅西口周辺の事業地区内にて、
同地区の再生に寄与することを目的とした民間によるまちづくりに関す
る施設等の新設、改修等の取り組みに対する補助を行う。
・まちづくり協議会においては、今後のまちづくりの推進に資する視察
研修会や勉強会といった活動を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容(当該年度に何をしたのか) 主な実績

・再生支援事業につき、5月と8月の2度募集を実施したとこ
ろ、2件の事前相談があったが、申請には至らなかった。
・まちづくり協議会につき、令和2年1月に横浜市の民間団体
等への視察研修を実施し、2月に多文化共生をテーマにした
勉強会を開催した。

項目 実績 単位

西川口駅周辺地区まちづくり協議会視察研修会 1 回

西川口駅周辺地区まちづくり協議会勉強会 1

指
標
①

名称 事業実施件数（再生支援事業） 指標・目標値の
説明（算定式）

西川口駅西口再生支援事業において、申請のあった事業を認定し、
補助金を交付した件数。単位 件 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

3

実績値・達成状況 0 未達成 1 未達成 0 未達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ どちらともいえない 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

どちらともいえない

13
／15

視点評価 視点

・再生支援事業において、成果目標値である3件の事業認定を満たしていない。改善方策とし
て、事業要件を緩和すること等が考えられるが、過度の緩和で予算のバラマキとならないよう、
他の手法も視野に入れつつ、適切な方策を検討したい。
・協議会については、現状の活動を維持しつつ、新会員の参画による活性化を検討したい。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

11

11

達成 1

48
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

西川口駅周辺再生支援事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 視察研修会開催回数（まちづくり協議会） 指標・目標値の
説明（算定式）

西川口駅周辺地区まちづくり協議会において、西川口駅周辺の課題
解決に資するまちづくり活動の先進地への視察研修を実施した回数。単位 回 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

1 1 1 1 1

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 20,197 15,197 15,197 15,197 15,197

150

1 達成

0.00

特定財源（Ｃ） 0 4,700 0 0

一般財源（Ｄ） 173 173 150 15,197

達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 173 4,873

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,853 15,933 11,210 26,257 26,257

概算人件費（Ｅ） 4,680 11,060 11,060 11,060 11,060

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.60 0.00 1.40 0.00 1.40 0.00 1.40 0.00 1.40



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 297,191 297,389 328,164 380,988 354,898

概算人件費（Ｅ） 23,400 23,700 23,700 23,700 23,700

従事職員人数（人） 常勤 再任用 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00 0.00

特定財源（Ｃ） 228,500 227,249 213,206 307,700

一般財源（Ｄ） 45,291 46,440 91,258 49,588

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 273,791 273,689

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 325,110 332,100 318,365 357,288 331,198

304,464

里地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

第２期の共同化事業の検討は第１期計画で参加戸数の減少があったことから、共同化希望者
を募ることが困難な場合が想定される。また、補助金の当初の交付が減額となると目標達成は
難しい。今後も土地区画整理事業で進めている仮換地の再配置による事業計画変更と平行し
て効果的な老朽建築物の除却を行い、事業進捗を図っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 拡充して実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 老朽建築物除却棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

建物除却を行った棟数
当初予算の計画数を目標値として設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

15

実績値・達成状況 19 達成 13 未達成 14 未達成

令和3年度

19 17 16 15

286-2888

住宅市街地総合整備事業制度要綱（国土交通省事務次官通知）

事業の成果
【定性的評価】

１４棟の老朽建物の除却を行い、住宅市街地総合整備事業及び合併施行である土地区画整理事業の推進が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

・老朽建築物等除却
・共同施設整備等
（老朽住宅密集地から希望者を募り、共同住宅を建設し直接移転する
共同化事業）
・道路築造

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・建物調査委託
・権利者の従前建物(老朽建物)の除却

項目 実績 単位

老朽建築物等除却棟数 14 棟

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202201 事業名称 里地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

里土地区画整理事業地区内の老朽住宅密集地の権利者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

里土地区画整理事業地区内において移転が遅れている老朽
住宅密集地の権利者の早期の生活再建と防災性の向上、住
環境の改善を図るため、住宅市街地総合整備事業の合併施
行により、土地区画整理事業の進捗を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 04細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 22

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 里土地区画整理事務所 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              32,623 55,350 85,850

概算人件費（Ｅ） ―              ―              11,850 11,850 11,850

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      1.50 0.00 1.50 0.00 1.50 0.00

特定財源（Ｃ） ―              ―              14,200 38,000

一般財源（Ｄ） ―              ―              6,573 5,500

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              21,532 43,500 74,000

20,773

芝東第３地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

建物所有者の高齢化及び建物の老朽化が著しく、早期に老朽建築物を除却する必要がある。
早期に住宅密集地の防災性の向上、住環境の改善を図るため、効率よく老朽建築物の除却を
行うよう努める。

2年度 拡充して実施

3年度 効率化して実施

4年度 効率化して実施

13

15

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以上

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 老朽建築物除却棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

建物除却を行った棟数
当初予算の計画数を目標値として設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

5

実績値・達成状況 ―          ― ―          ― 1 達成

令和3年度

―                ―                1 3

266-6600

住宅市街地総合整備事業制度要綱（国土交通省事務次官通知）

事業の成果
【定性的評価】

1棟の建物調査と老朽建築物の除却を行い、住宅市街地総合整備事業、及び合併施行である土地区画整理事業の進捗が図られ
た。

３ 事業活動・成果の状況

・老朽建築物等除却

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・建物調査委託
・権利者の従前建物（老朽建築物）の除却

項目 実績 単位

老朽建築物除却棟数 1 棟

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202301 事業名称 芝東第３地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第3土地区画整理事業地区内の老朽住宅密集地の権利
者

権利者、市民

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

芝東第3土地区画整理事業地区内において、移転が遅れて
いる老朽住宅密集地の権利者の早期の生活再建と防災性の
向上、住環境の改善を図るため、住宅市街地総合整備事業
の合併施行により、土地区画整理事業の進捗を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 06細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

新規

事業期間 令和 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

2 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先



年度 ～

新規

事業期間 令和 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

芝東第４土地区画整理事業地区内の老朽住宅密集地の権
利者

権利者、市民

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

芝東第４土地区画整理事業地区内において、移転が遅れて
いる老朽住宅密集地の権利者の早期の生活再建と防災性の
向上、住環境の改善を図るため、住宅市街地総合整備事業
の合併施行により、土地区画整理事業の進捗を図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 002細目 07細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202401 事業名称 芝東第４地区住宅市街地総合整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

―                ―                1 6

266-6600

住宅市街地総合整備事業制度要綱（国土交通省事務次官通知）

事業の成果
【定性的評価】

1棟の老朽建築物の除却を行い、住宅市街地総合整備事業、及び合併施行である土地区画整理事業の進捗が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

・老朽建築物等除却

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・建物調査委託
・権利者の従前建物（老朽建築物）の除却

項目 実績 単位

老朽建築物除却棟数 1 棟

指
標
①

名称 老朽建築物除却棟数 指標・目標値の
説明（算定式）

建物除却を行った棟数
当初予算の計画数を目標値として設定単位 棟 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

5

実績値・達成状況 ―          ― ―          ― 1 達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以上

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

建物所有者の高齢化及び建物の老朽化が著しく、早期に老朽建築物を除却する必要がある。
早期に住宅密集地の防災性の向上、住環境の改善を図るため、区画整理事業の計画変更を
踏まえ、効率よく老朽建築物の除却棟数を増やしていく。

2年度 拡充して実施

3年度 効率化して実施

4年度 効率化して実施

13

15

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

芝東第４地区住宅市街地総合整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              12,844 84,783 74,120

12,429

0.00

特定財源（Ｃ） ―              ―              7,600 76,000

一般財源（Ｄ） ―              ―              4,829 8,783

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              24,279 96,633 85,970

概算人件費（Ｅ） ―              ―              11,850 11,850 11,850

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      1.50 0.00 1.50 0.00 1.50



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              12,772 ―              ―              

概算人件費（Ｅ） ―              ―              5,925 ―              ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      0.75 0.00 ―      ―      ―      

　

―      

特定財源（Ｃ） ―              ―              0 ―              

一般財源（Ｄ） ―              ―              6,847 ―              

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              7,469 ―              ―              

6,847

芝東第４事業選挙費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

委員定数を超えなかったため、選挙は実施しなかったが、次回改選時においても、今回同様、
関係権利者へ幅広く周知を図り、女性の登用数の確保および区画整理事業へのご理解、ご協
力を得られるよう努める。

2年度 休止

3年度 休止

4年度 休止

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

立候補者が選挙による委員定数12名であったことから、選挙を行わず、当選人とし、市長選任の学識経験者3名の計15名を委員と定
めた。

３ 事業活動・成果の状況

・選挙期日、当選人の決定等の公告
・選挙についての通知
・選挙人名簿の縦覧
・立候補届、立候補推薦届の受付
・委員の公選

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年11月23日を選挙期日と定め、8/21選挙期日の公
告、8/26対象者に選挙についての通知発送、9/10選挙人名
簿の作成、10/4～10/17選挙人名簿縦覧、11/1～11/10立候
補者受付を実施した。

項目 実績 単位

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202451 事業名称 芝東第４事業選挙費 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口都市計画事業芝東第４事業土地区画整理事業、施行
地内の宅地の所有者及び宅地の借地権者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

事業の施行にあたり、土地区画整理法56条に基づき、審議会
の設置を要し、任期毎（5年）に実施する委員選出が目的であ
る。立候補者が定員を超えなかった場合、選挙は実施しな
い。定員15名【選挙による選出12名、学識経験者3名（市長選
任）】

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 04項 01目 001細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

10 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 昭和 54

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 西部土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口都市計画事業芝東第５事業土地区画整理事業、施行
地内の宅地の所有者及び宅地の借地権者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

事業の施行にあたり、土地区画整理法56条に基づき、審議会
の設置を要し、任期毎（5年）に実施する委員選出が目的であ
る。立候補者が定員を超えなかった場合、選挙は実施しな
い。定員15名【選挙による選出12名、学識経験者3名（市長選
任）】

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 05項 02目 001細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202501 事業名称 芝東第５事業選挙費 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

266-6600

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

立候補者が選挙による委員定数12名であったことから、選挙を行わず、当選人とし、市長選任の学識経験者3名の計15名を委員と定
めた。

３ 事業活動・成果の状況

・選挙期日、当選人の決定等の公告
・選挙についての通知
・選挙人名簿の縦覧
・立候補届、立候補推薦届の受付
・委員の公選

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年8月10日を選挙期日と定め、5/8選挙期日の公告、
対象者に選挙についての通知発送、5/28選挙人名簿の作
成、6/12～6/25選挙人名簿縦覧、7/11～7/20立候補者受付
を実施した。

項目 実績 単位

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

委員定数を超えなかったため、選挙は実施しなかったが、次回改選時においても、今回同様、
関係権利者へ幅広く周知を図り、女性委員の増加および区画整理事業への理解に努める。

2年度 休止

3年度 休止

4年度 休止

15

13

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

芝東第５事業選挙費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              5,029 ―              ―              

4,265

―      

特定財源（Ｃ） ―              ―              0 ―              

一般財源（Ｄ） ―              ―              4,265 ―              

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              10,190 ―              ―              

概算人件費（Ｅ） ―              ―              5,925 ―              ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      0.75 0.00 ―      ―      ―      



年度 ～

継続

事業期間 平成 6

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　② 市街地整備の推進

10 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 北部土地区画整理事務所 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口都市計画事業石神西立野特定土地区画整理事業、施
行地内の宅地の所有者及び宅地の借地権者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

事業の施行にあたり、土地区画整理法56条に基づき、審議会
の設置を要し、任期毎（5年）に実施する委員選出が目的であ
る。立候補者が定員を超えなかった場合、選挙は実施しな
い。定員15名【選挙による選出12名、学識経験者3名（市長選
任）】

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 都市計画土地区画整理事業特別会計 02款 07項 02目 001細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51202601 事業名称 石神西立野特定事業選挙費 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

295-1009

土地区画整理法

事業の成果
【定性的評価】

立候補者が選挙による委員定数12名であったことから、選挙を行わず、当選人とし、市長選任の学識経験者3名の計15名を委員と定
めた。

３ 事業活動・成果の状況

・選挙期日、当選人の決定等の公告
・選挙についての通知
・選挙人名簿の縦覧
・立候補届、立候補推薦届の受付
・委員の公選

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和2年2月9日を選挙期日と定め、11/5選挙期日の公告、対
象者に選挙についての通知発送、11/25選挙人名簿の作
成、12/9～12/22選挙人名簿縦覧、1/8～1/17立候補者受付
を実施した。

項目 実績 単位

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

今回の改選にあたっては、委員定数を超えなかったため実施しなかったが、次回改選時にお
いても、今回同様、関係権利者へ幅広く周知を図り、区画整理事業へのご理解、ご協力を得ら
れるよう努める。

2年度 休止

3年度 休止

4年度 休止

15

13

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

石神西立野特定事業選挙費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              3,702 ―              ―              

3,702

―      

特定財源（Ｃ） ―              ―              0 ―              

一般財源（Ｄ） ―              ―              3,702 ―              

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              5,677 ―              ―              

概算人件費（Ｅ） ―              ―              1,975 ―              ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      0.25 0.00 ―      ―      ―      



年度 ～

継続

事業期間 平成 19

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　③ 美しくうるおいのある景観形成の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 都市計画課 問い合わせ先

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

まちづくりに関わる各種活動を行う市民や団体、その他の市
民、市訪問者。

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

心地よい、住みよいまち並みのある生活という社会ニーズに
伴い、景観・デザインやまちづくり活動等の新たな魅力を発掘
するととともに、新しい川口の魅力を発現し、これらの情報を
発信することで市民の意識の啓発を促し、新しい川口のプロ
モーションを図る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 003細目 03細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51300101 事業名称 景観まちづくり発信事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

5 5 5 5

258-1110(♯33-5508)

川口市景観形成基本計画、川口市景観計画

事業の成果
【定性的評価】

市内の魅力的な景観資源を発掘するとともに、HPに新たな事例を３件追加し、内容をより充実させることで、市民の景観意識の啓発
につなげた。

３ 事業活動・成果の状況

・専用のＨＰを開設・運用を行う。
・デザイン性の優れた事例について取材を行いＨＰに掲載する。
・市民から寄せられた情報の集積や交換を行う。
・景観資源図を作成する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・新たに発掘した事例をHPに掲載した。 項目 実績 単位

景観資源の発掘 3 件

指
標
①

名称 景観資源の発掘 指標・目標値の
説明（算定式）

市内10地域のうち半数の地域において各1件の景観資源が発掘でき
たと想定して5件。単位 件 指標の種別 成果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 5 達成 5 達成 3 未達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

本事業においては、専用HPにより景観資源の情報の発掘や発信をすることが重要視され、より
多くの方にHPを利用してもらうことが望まれる。そのため、HPへ誘導する為の周知活動等を行
い、発信のみならず、事業の目的である「市民から寄せられた情報の集積」にもつながるような
取組みを行う必要性がある。

2年度 効率化して実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

12

11

53
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

景観まちづくり発信事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 797 762 516 516 516

512

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 636 506 512 516

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 636 506

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 7,656 7,616 7,622 7,626 7,626

概算人件費（Ｅ） 7,020 7,110 7,110 7,110 7,110

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.90 0.00 0.90 0.00 0.90 0.00 0.90 0.00 0.90



年度 ～

継続

事業期間 平成 19

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　③ 美しくうるおいのある景観形成の推進

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 都市計画課 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本市における良好な景観の形成及び適正な屋外広告物の表
示等の推進を図るため必要な事項の調査審議を行う。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 01目 005細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51300201 事業名称 景観形成委員会経費 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

258-1110(#33-5507)

川口市景観形成条例、川口市屋外広告物条例

事業の成果
【定性的評価】

委員会の開催により、実施内容に対する方針の決定や方向性について専門的な見識による考え方や助言が得られ参考となった。

３ 事業活動・成果の状況

・川口市景観計画の策定・変更時の審議及び川口市景観計画で定め
る基準を超える建物の特例の適用に係る審議
・景観重要建造物や景観重要樹木についての審議
・屋外広告物条例の運用等に係る審議

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・景観形成委員の改選及び委嘱
・景観計画の高さ制限の適用除外に係る審議

項目 実績 単位

川口市景観形成委員会開催 2 回

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

委員会は必要な時期に適切かつ有意義に開催されている状況にあり、急変する社会情勢に対
応するには必要があると考える。また、委員の任期が原則２年ということもあり、長期的な展望を
見据えた景観を検討する際には、任期の見直しの必要性も改善方策の１つと考える。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

12

13

55
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

景観形成委員会経費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 180 180 180 135 180

81

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 82 82 81 135

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 82 82

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 2,032 2,057 2,056 2,110 2,155

概算人件費（Ｅ） 1,950 1,975 1,975 1,975 1,975

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.25 0.00 0.25 0.00 0.25 0.00 0.25 0.00 0.25



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 141,480 506,720 2,814,274 273,940 407,200

概算人件費（Ｅ） 12,480 12,640 12,640 12,640 12,640

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.60 0.00 1.60 0.00 1.60 0.00 1.60 0.00 1.60 0.00

特定財源（Ｃ） 86,000 361,600 2,308,941 250,800

一般財源（Ｄ） 43,000 132,480 492,693 10,500

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 129,000 494,080

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 149,640 2,158,000 3,160,090 261,300 394,560

2,801,634

川口栄町３丁目銀座地区第一種市街地再開発事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

令和元年度は地中障害等の関係で工事が遅れため、目標を達成できなかったものの、解体工
事、本体工事が着工し、事業の進捗を図ることができた。２年度以降は工事完了に向け、再開
発組合に対して行政手続きのサポートや適切な助言を行うとともに、関係部局との連携を強化
し、事業の円滑な推進を図る。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 事業進捗状況 指標・目標値の
説明（算定式）

各年度までの補助事業費/全体補助事業費
単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

70.96

実績値・達成状況 1.37 達成 6.21 未達成 33.98 未達成

令和3年度

1.37 20.94 36.21 46.18

280-1220

都市再開発法、社会資本整備総合交付金交付要綱、川口市市街地再開発事業補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

当事業における指導・監督・助言等を行うことで、当地区は、令和元年度に解体工事、本体工事が着工し、適切に事業推進が図られ
た。

３ 事業活動・成果の状況

都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業を実施し、道路等の
基盤整備と公益施設と共同住宅との複合施設を建設することで、まち
なか居住を推進する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

令和元年４月解体工事着工
令和２年2月本体工事着工
市街地再開発事業の補助金交付等に関する手続き業務及
び組合への指導・監督・助言等を行った。

項目 実績 単位

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400054 事業名称
川口栄町３丁目銀座地区第一種市街地再開発
事業

事業区分
主要な事業

政策宣言30・その他

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

一部補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口栄町３丁目銀座地区市街地再開発組合 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

本市の玄関口となる川口駅周辺地区における都市の再開発
を推進することにより、周辺地区の利便性、防災性及び居住
性の向上を図り、中心地区にふさわしい市街地の形成を図
る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 005細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 29

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 29

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

元 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先

５ 視点評価

一部補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口飯塚1丁目3番地区施行者 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資
するため、地区計画の実現と併せ、土地利用の高度化等に
寄与する優良建築物等の整備を行い、もって公共の福祉に
寄与することを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 12目 006細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400154 事業名称
川口飯塚１丁目３番地区優良建築物等整備事
業

事業区分
主要な事業

政策宣言30・その他

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

4.79 25.66 100 ―                

280-1220

都市再開発法、社会資本整備総合交付金交付要綱、川口市優良建築物等整備事業補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

当事業における指導・監督・助言等を行い、当地区における令和元年（平成31年）度の補助対象事業が行われ、適切に業務推進が
図られた。

３ 事業活動・成果の状況

優良建築物等整備事業を活用し、敷地内に多目的広場の整備及び
地域貢献施設と共同住宅との複合施設を建設する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

優良建築物等整備事業の補助金交付等に関する手続き業
務及び整備内容等への指導・監督・助言等を行った。

項目 実績 単位

指
標
①

名称 事業進捗状況 指標・目標値の
説明（算定式）

各年度末までの補助事業費／全体補助事業費
単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

―                

実績値・達成状況 4.79 達成 25.66 達成 100 達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

事業の確実な進捗のため、施行者に対して行政手続きのサポートや適切な助言を行い、無事
に事業完了を迎えた。

2年度 完了

3年度 －

4年度 －

15

13

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

川口飯塚１丁目３番地区優良建築物等整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

―                ―                

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 111,360 78,390 279,310 ―              ―              

279,310

―      

特定財源（Ｃ） 9,000 39,195 139,655 ―              

一般財源（Ｄ） 9,000 39,195 139,655 ―              

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 18,000 78,390

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 21,120 84,710 285,630 ―              ―              

概算人件費（Ｅ） 3,120 6,320 6,320 ―              ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00 ―      ―      ―      



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 31,874 49,776 95,300 143,400 143,400

概算人件費（Ｅ） 6,240 6,320 6,320 6,320 6,320

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.80 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00

特定財源（Ｃ） 12,817 21,728 44,490 68,540

一般財源（Ｄ） 12,817 21,728 44,490 68,540

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 25,634 43,456

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 54,980 43,456 88,980 137,080 137,080

88,980

川口本町４丁目８番地区優良建築物等整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

事業の確実な進捗のため、施行者に対して行政手続きのサポートや適切な助言を行うととも
に、関係部局との連携を強化し、事業の円滑な進捗を図る。

2年度 現状維持で実施

3年度 完了

4年度 －

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 全体進捗状況 指標・目標値の
説明（算定式）

各年度までの補助事業費/全体補助事業費
単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 8.69 達成 23.41 達成 53.56 達成

令和3年度

8.69 23.41 53.56 100

280-1220

都市再開発法、社会資本整備総合交付金交付要綱、川口市優良建築物等整備事業補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

当事業における指導・監督・助言等を行い、当地区における令和元年（平成31年）度の補助対象事業が行われ、適切に業務推進が
図られた。

３ 事業活動・成果の状況

優良建築物等整備事業を活用し、防災機能を含めた敷地内空地の整
備及び都市計画道路善光寺荒川線の拡幅整備と地域貢献施設及び
共同住宅との複合施設を建設する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

優良建築物等整備事業の補助金交付等に関する手続き業
務及び整備内容等への指導・監督・助言等を行った。

項目 実績 単位

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400174 事業名称
川口本町４丁目８番地区優良建築物等整備事
業

事業区分
主要な事業

政策宣言30・その他

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

一部補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口本町4丁目８番地区共同ビル建設組合 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資
するため、土地利用の高度化等に寄与する優良建築物等の
整備を行い、もって公共の福祉に寄与することを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 007細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 29

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

2 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 都市整備管理課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 279,637 863,449 335,536 337,498 296,808

概算人件費（Ｅ） 7,800 3,950 7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 0.50 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00

43.50 ―

0.00

特定財源（Ｃ） 0 315,436 124,860 295,400

一般財源（Ｄ） 271,837 544,063 202,776 34,198

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 271,837 859,499

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 273,621 1,245,483 610,073 329,598 288,908

327,636

元郷駅六間通り線（２工区）街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 事業費執行状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総事業費に対する国庫補助対象事業費執行額の割合
※国庫補助対象事業費とは主に工事費、用地、補償費によるもの単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

―                54.60 57.80 58

未達成 55

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

　事業認可を取得して整備を行っている路線は全部で１0路線あり、地権者との交渉状況や予
算等の関係から毎年度、同一路線の成果を出すことは難しい状況である。
　事業の必要性から、今後も用地取得に向けた準備を行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地取得状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総取得予定面積に対する用地取得面積の割合
※目標値は当初予算によるもの、また公社買戻しは実績値に含まない単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 49.40 ― 52.70 達成 52.70 未達成

52

令和3年度

―                52.70 55 55

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

　令和元年度は、用地買収及び物件補償を行い、一定の成果を得ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　元郷駅六間通り線（２工区）は、都市計画決定された都市計画道路を
整備する事業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地の取得、物
件補償及び整備工事を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・用地買収を行った。
・未買収における用地折衝を行った。

項目 実績 単位

用地買収 2 件

物件補償 21

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400501 事業名称 元郷駅六間通り線（２工区）街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与すること
を目的とし、ＳＲ川口元郷駅とＪＲ川口駅における道路交通の
円滑化を図るため実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 03細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 12

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 189,358 3,950 52,741 74,255 45,020

概算人件費（Ｅ） 7,800 3,950 7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 0.50 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00

22.70 ―

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 58,550

一般財源（Ｄ） 181,558 0 44,841 7,805

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 181,558 0

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 183,629 59,017 115,025 66,355 37,120

44,841

駅前六間通り線街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 事業費執行状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総事業費に対する国庫補助対象事業費執行額の割合
※国庫補助対象事業費とは主に工事費、用地、補償費によるもの単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

―                23.10 23.10 23.20

未達成 22.70

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

　事業認可を取得して整備を行っている路線は全部で１0路線あり、地権者との交渉状況や予
算等の関係から毎年度、同一路線の成果を出すことは難しい状況である。
　事業の必要性から、今後も用地取得に向けた準備を行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地取得状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総取得予定面積に対する用地取得面積の割合
※目標値は当初予算によるもの、また公社買戻しは実績値に含まない単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 75 ― 75 未達成 75 未達成

22.70

令和3年度

―                77.80 77.80 77.80

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

 令和元年度は、国からの補助金が配分されず、取得用地等の事業進捗を図ることができなかった。しかし、街路整備工事等を行った
ことにより、一定の成果を得ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　駅前六間通り線は、都市計画決定された都市計画道路を整備する
事業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地の取得、物件補償及
び整備工事を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・街路整備工事を行った。
・未買収地における用地折衝業務を行った。

項目 実績 単位

街路整備工事 77.40 ｍ

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400601 事業名称 駅前六間通り線街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与すること
を目的とし、ＳＲ川口元郷駅とＪＲ川口駅における道路交通の
円滑化を図るため実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 04細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 7

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

5 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 39,474 47,174 12,399 35,443 37,386

概算人件費（Ｅ） 15,600 15,800 3,950 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.00 0.00 2.00 0.00 0.50 0.00 1.00 0.00 1.00

26.70 ―

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 22,250

一般財源（Ｄ） 23,874 31,374 8,449 5,293

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 23,874 31,374

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 45,454 52,929 57,024 27,543 29,486

8,449

環状本町飯塚線街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 事業費執行状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総事業費に対する国庫補助対象事業費執行額の割合
※国庫補助対象事業費とは主に工事費、用地、補償費によるもの単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

―                26.90 27.10 26.90

未達成 26.80

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

　事業認可を取得して整備を行っている路線は全部で１0路線あり、地権者との交渉状況や予
算等の関係から毎年度、同一路線の成果を出すことは難しい状況である。
　事業の必要性から、今後も用地取得に向けた準備を行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地取得状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総取得予定面積に対する用地取得面積の割合
※目標値は当初予算によるもの、また公社買戻しは実績値に含まない単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 55.90 ― 55.90 未達成 55.90 未達成

26.80

令和3年度

―                56.90 56.80 56.90

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

　令和元年度は、用地折衝を継続し進捗を図ったが、権利者全員の合意が得られなかった。しかし、次年度に向けた土地鑑定や物
件調査を行ったことにより、一定の成果を得ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　環状本町飯塚線は、都市計画決定された都市計画道路を整備する
事業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地の取得、物件補償及
び整備工事を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・土地鑑定と物件調査を行った。
・未買収地における用地折衝を行った。

項目 実績 単位

土地鑑定 1 件

物件調査 1

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400701 事業名称 環状本町飯塚線街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　川口駅周辺市街地整備構想に基づき、ＪＲ川口駅東西口を
結ぶ環状道路（リング道路）の一部として、駅周辺へ集中する
通過交通を分散させるため実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 05細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 8

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 11

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

元 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与すること
を目的とし、川口駅東口地区おける通過交通の処理や安全
な歩行空間の整備、防災道路としての効果を図るため実施す
るもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 06細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

ｍ

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400801 事業名称 善光寺荒川線街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

95.70 97.20 100 ―                

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

　令和元年度は、電線共同溝工事及び街路整備工事を行い、事業完了をすることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　善光寺荒川線は、都市計画決定された都市計画道路を整備する事
業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地の取得、物件補償及び
整備工事を行う。なお、用地の取得及び物件補償については平成26
年度に完了している。令和元年度に電線共同溝整備工事及び街路整
備工事を行い、事業完了となった。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・電線共同溝工事（電力）を行った。
・街路整備工事を行った。

項目 実績 単位

電線共同溝工事 259.60 ｍ

街路整備工事 252.70

指
標
①

名称 事業費執行状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総事業費に対する国庫補助対象事業費執行額の割合
※国庫補助対象事業費とは主に工事費、用地、補償費によるもの単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

―                

実績値・達成状況 94.20 未達成 95.40 未達成 100 達成

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

　令和元年度に電線共同溝工事及び街路整備工事を進めて、事業の完了を図った。 2年度 完了

3年度 －

4年度 －

13

13

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

善光寺荒川線街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 289,021 556,011 132,466 ―              ―              

131,522

―      

特定財源（Ｃ） 75 30,999 114,900 ―              

一般財源（Ｄ） 253,313 466,162 16,622 ―              

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 253,388 497,161

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 261,188 505,061 139,422 ―              ―              

概算人件費（Ｅ） 7,800 7,900 7,900 ―              ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 ―      ―      ―      



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 48,463 4,328 4,355 224,722 16,025

概算人件費（Ｅ） 7,800 3,950 3,950 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 1.00 0.00 1.00

50.50 ―

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 191,900

一般財源（Ｄ） 40,663 378 405 24,922

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 40,663 378

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 40,880 85,125 124,663 216,822 8,125

405

環状八間通り線街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 事業費執行状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総事業費に対する国庫補助対象事業費執行額の割合
※国庫補助対象事業費とは主に工事費、用地、補償費によるもの単位 ％ 指標の種別 活動

目標値
令和2年度 令和3年度

―                52.50 53.60 55.80

未達成 50.50

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

　事業認可を取得して整備を行っている路線は全部で１0路線あり、地権者との交渉状況や予
算等の関係から毎年度、同一路線の成果を出すことは難しい状況である。
　事業の必要性から、今後も用地取得に向けた準備を行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地取得状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総取得予定面積に対する用地取得面積の割合
※目標値は当初予算によるもの、また公社買戻しは実績値に含まない単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 78.80 ― 78.80 未達成 78.80 未達成

50.50

令和3年度

―                79.30 80.70 81.20

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

　令和元年度は、国からの補助金が配分できず、用地取得等の事業進捗を図ることができなかった。しかし、次年度以降に向けた土
地鑑定等を行ったことにより、一定の成果を得ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　環状八間通り線は、都市計画決定された都市計画道路を整備する
事業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地の取得、物件補償及
び整備工事を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・次年度以降に向けた土地鑑定を行った。
・未買収地における用地折衝業務を行った。

項目 実績 単位

土地鑑定 1 件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51400901 事業名称 環状八間通り線街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　川口駅周辺市街地整備構想に基づき、ＪＲ川口駅東西口を
結ぶ環状道路（リング道路）の一部として、駅周辺へ集中する
通過交通を分散させるため実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 08細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 14

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              55,442 122,789 76,564

概算人件費（Ｅ） ―              ―              7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

特定財源（Ｃ） ―              ―              0 0

一般財源（Ｄ） ―              ―              47,542 114,889

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              89,610 114,889 68,664

47,542

南鳩ヶ谷駅西口駅前通り線街路整備事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

　事業認可を取得して整備を行っている路線は全部で１0路線あり、地権者との交渉状況や予
算等の関係から毎年度、同一路線の成果を出すことは難しい状況である。
　事業の必要性から、今後も用地取得に向けた準備を行っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 用地取得状況 指標・目標値の
説明（算定式）

総取得予定面積に対する用地取得面積の割合
※目標値は当初予算によるもの、また公社買戻しは実績値に含まない単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 20.20 達成

令和3年度

17.30 29.20

280-1222

都市計画法第59条第1項

事業の成果
【定性的評価】

　令和元年度は、用地買収及び物件補償等を行い、事業進捗を図ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

　南鳩ヶ谷駅西口駅前通り線は、都市計画決定された都市計画道路
を街路整備事業する事業である。主に現道拡幅を行うため、事業用地
の取得、物件補償及び整備工事を行う。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・用地買収を行った。
・未買収地における用地折衝業務を行った。

項目 実績 単位

用地買収 2 件

物件補償 2

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51401001 事業名称 南鳩ヶ谷駅西口駅前通り線街路整備事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与すること
を目的とし、ＳＲ南鳩ヶ谷駅西口周辺地区の道路整備の一環
として、良好な交通環境の整備を図るため実施するもの。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 11目 002細目 10細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 9

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　④ 鉄道駅周辺整備の推進

4 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市整備部 街路事業課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 12

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 住宅政策課 問い合わせ先

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市内の個人住宅の所有者またはその住宅に居住する者
の二親等以内の親族で、市税を完納しており、過去にこの制
度の助成を受けたことの無いもの。

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

住宅改修については、助成制度により、市内の景気対策、既
存住宅ストック有効活用の推進に効果が期待できる。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 05項 01目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

円

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

円

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500101 事業名称 住宅改修資金助成事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

助成対象工事費 834,845,526

令和3年度

242-6326

川口市住宅改修資金助成要綱、川口市住宅リフォーム補助金要綱

事業の成果
【定性的評価】

制度利用にあたっては、市内業者が施工する工事を対象としていることから、市内の景気活性化に貢献することができた。

３ 事業活動・成果の状況

市内に本社がある施工業者が行う、費用が20万円（消費税を除く）以
上の改修工事に対し、改修工事費の5/100に相当する金額(上限10万
円)を助成。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

受付開始４月１２日、７月１日に予算額に達し終了
１２月補正により１，０００万円を追加
追加分の受付開始１月２０日、翌２１日に予算額に達し終了

項目 実績 単位

助成件数 505 件

助成金額 34,909,000

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

景気活性化と既存住宅ストックの有効活用を目的としており、臨時的な景気活性化の側面を併
せ持つため、景気動向や申請状況等を勘案し事業内容を検討する必要がある。１月の追加受
付分は当初予算分の受付終了後に工事着工した者も対象となるよう工事の完了後に申請する
方式とし、結果として申請者や審査過程での負担軽減につながった。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

住宅改修資金助成事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 25,000 25,000 35,000 35,000 35,000

34,909

0.00

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 22,913 24,185 34,909 35,000

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 22,913 24,185

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 46,313 47,885 58,609 58,700 58,700

概算人件費（Ｅ） 23,400 23,700 23,700 23,700 23,700

従事職員人数（人） 常勤 再任用 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00 0.00 3.00



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              40,800 42,195 57,223 57,223

概算人件費（Ｅ） ―              31,600 31,600 31,600 31,600

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      4.00 0.00 4.00 0.00 4.00 0.00 4.00

―          ―

0.00

特定財源（Ｃ） ―              790 1,710 5,200

一般財源（Ｄ） ―              8,410 8,885 20,423

達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              9,200

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              23,157 12,376 25,623 25,623

10,595

空家等対策事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 所有者不明の空家等の解消 指標・目標値の
説明（算定式）

所有者不明の空家等のうち年間に解消した件数
単位 件 指標の種別 成果

目標値
令和2年度 令和3年度

―                1 1 1 1

達成 3

48
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 不明

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

空き家問題は本来的には民事で解決すべきであるところ行政が関与することになったものの、
問題の根本は時代の変化に対応してこなかった民事法制や不動産法制そのものにあるため、
これらの抜本的改正が行われない状況では空き家の増加は避けられない。

2年度 効率化して実施

3年度 効率化して実施

4年度 効率化して実施

15

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 どちらともいえない 施策(上位目的)への貢献 どちらともいえない

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

9
／15

高かった

13
／15

指
標
①

名称 相談があった空き家の問題改善率 指標・目標値の
説明（算定式）

改善措置が講じられた相談空家等の累計件数÷相談空家等の累計
件数単位 パーセント 指標の種別 成果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

67

実績値・達成状況 66 達成 69 達成 71 達成

4

令和3年度

―                66 66 67

258-1110(♯33-5434)

空家等対策の推進に関する特別措置法、川口市空家等対策に関する条例、川口市空家等対策協議会条例

事業の成果
【定性的評価】

市民から通報があった空き家のうち、老朽し危険性の高いものの除却を促して市民の安全が向上し、所有者がおらず今後適切な維
持管理が行われる見込みがないものに管理者を付けることで売却が行われた。

３ 事業活動・成果の状況

・空き家に関する相談
・空き家・空き建築物の活用・除却の支援
・空き家の実態調査他業務

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・空家等への相続財産管理人選任申立て（5件）
・未接道老朽家屋に対する除却補助（4件）

項目 実績 単位

空き家に関する相談件数(新規・再相談) 290 件

相続財産管理人選任申し立て 5

件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500111 事業名称 空家等対策事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

除却補助の利用 4

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民、市内に存在する空き家の所有者等 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

空き家対策を実施することにより、良好な住環境を整備してい
くことを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 05項 01目 004細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 27

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 住宅政策課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 27

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 住宅政策課 問い合わせ先

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民 同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

住宅政策を実施することにより、良好な住環境の整備を促進
していくことを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 05項 01目 004細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

人

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500301 事業名称 住宅政策事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

マンション管理基礎講座参加者のべ人数 18

令和3年度

242-6326

事業の成果
【定性的評価】

住宅政策に関する企画・立案、建築相談、マンションの管理に対する支援により、市民が安心して住み続けられることができる良好な
住環境の整備を促進した。

３ 事業活動・成果の状況

・住宅政策の企画・立案
・住宅・建築物に関する相談
・分譲マンションの管理の適正化の推進
・サービス付き高齢者向け住宅の登録
・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・建築、マンション管理に関する相談会、セミナーの実施
・住生活基本計画の策定
・優良田園住宅制度の開始
・マンション管理士派遣制度の実施
・サービス付き高齢者向け住宅の登録事務及び立入検査

項目 実績 単位

建築・マンション管理に関する相談件数（Ｒ2.3末） 57 件

マンション管理士を派遣した管理組合数（Ｒ2.3末） 4

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況 　

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

市内分譲マンション管理組合について各種支援を行っているが、支援が必要と思われるマン
ションほど実態把握が困難である。制度の効果的な周知及び支援策の立案に努める。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

住宅政策事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 16,335 17,277 1,576 1,516 1,516

1,047

0.00

特定財源（Ｃ） 2,732 5,128 1 1

一般財源（Ｄ） 9,301 5,553 1,046 1,515

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 12,033 10,681

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 54,933 62,031 52,397 52,866 52,866

概算人件費（Ｅ） 42,900 51,350 51,350 51,350 51,350

従事職員人数（人） 常勤 再任用 5.50 0.00 6.50 0.00 6.50 0.00 6.50 0.00 6.50



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 34,024 21,082 20,609 30,100 42,310

概算人件費（Ｅ） 15,600 15,800 15,800 15,800 15,800

従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.00 0.00 2.00 0.00 2.00 0.00 2.00 0.00 2.00

88.05 未達成

0.00

特定財源（Ｃ） 10,919 2,641 2,404 7,900

一般財源（Ｄ） 7,505 2,641 2,405 6,400

未達成

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 18,424 5,282

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 38,190 38,042 24,902 14,300 26,510

4,809

既存建築物耐震改修促進補助事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 多数の者が利用する建築物の耐震化率 指標・目標値の
説明（算定式）

耐震化率：１－（耐震性なしの旧耐震基準建築物÷総建築物数）×
100％にて算出。川口市耐震改修促進計画による耐震化率の目標は
平成３２年度末で９５％。単位 % 指標の種別 成果

目標値
令和2年度 令和3年度

88.40 90.60 92.80 95 95

未達成 88.78

43
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行わなかった 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率は、微増しているが「平成３０年度の住宅土
地統計調査」に基づき下方修正を行った結果、目標の達成が困難となっている状況である。今
後の対策として、耐震改修工事への補助拡充も検討しつつ、川口市として目指すべき現実的
な耐震化の方針を考えていく。（令和３年度新促進計画実施）

2年度 現状維持で実施

3年度 効率化して実施

4年度 拡充して実施

6

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ どちらともいえない 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

どちらともいえない

13
／15

指
標
①

名称 住宅の耐震化率 指標・目標値の
説明（算定式）

耐震化率：１－（耐震性なしの旧耐震基準住戸数÷総住戸数）×
100％にて算出。川口市耐震改修促進計画による耐震化率の目標は
平成３２年度末で９５％。単位 % 指標の種別 成果

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

95

実績値・達成状況 92.02 達成 92.80 未達成 89.90 未達成

88.20

令和3年度

92 93 94 95

258-1110(#33-5563)

川口市既存建築物耐震改修補助金交付要綱、川口市既存建築物耐震診断補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

住宅や緊急輸送道路（その他路線）建築物の耐震診断が行われたことで、今後、当該建築物の耐震改修工事等への検討に役立つ。
結果として耐震改修工事等へ進んだ場合には、建築物の耐震化率向上へ結び付く。

３ 事業活動・成果の状況

・耐震診断費用の2/3を補助。戸建て住宅は上限6万5千円。共同住宅
等は1戸当たり5万円、上限150万円。一定の要件を満たす緊急輸送道
路閉塞建築物は、上限300万円。
・耐震改修費用の23％を補助。戸建て住宅は上限40万円。共同住宅
等は1戸あたり30万円、上限300万円。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

耐震診断は、戸建て住宅８件、緊急輸送道路（その他路線）
建築物１件。耐震改修は、戸建て住宅４件。

項目 実績 単位

耐震診断実施件数（戸建て、建築物等） 9 件

耐震改修実施（戸建て） 4

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500401 事業名称 既存建築物耐震改修促進補助事業 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

昭和56年5月31日以前に工事に着手し建築された戸建て住
宅、長屋及び共同住宅等の所有者（マンションの管理組合を
含む）のうち、耐震診断・耐震改修を実施する者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

耐震診断で地震に対する既存建築物の耐力を確認し、耐震
改修で大規模地震発生時における既存建築物の倒壊等によ
る災害を防止する。それにより、安全で安心して暮らすことの
できる良好な住宅環境の整備を推進することを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 08目 003細目 03細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 15

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 建築安全課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 69,812 70,546 70,604 74,180 74,180

概算人件費（Ｅ） 3,120 3,160 3,160 3,160 3,160

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00

特定財源（Ｃ） 36,966 41,532 41,225 41,287

一般財源（Ｄ） 29,726 25,854 26,219 29,733

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 66,692 67,386

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 71,255 71,282 70,958 71,020 71,020

67,444

市営住宅施設運営費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

市営住宅の明渡等請求訴訟、その後の強制執行及び差押えには多くの費用や事務量が必要
になるため、平時より市営住宅の入居者の滞納解消に努める。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

13

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

242-6325

公営住宅法

事業の成果
【定性的評価】

借上げによる市営住宅の戸数増により、市内の住宅困窮者が応募可能な住戸を増加させた。また住宅の不法占拠者に対し強制執行
を行うことにより、市内の住宅困窮者が応募可能な住戸を確保し、適正な市営住宅運営に寄与した。

３ 事業活動・成果の状況

・独立行政法人都市再生機構からの公営住宅の借上げ
・市営住宅の家賃滞納者に対する訴訟手続き

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・独立行政法人都市再生機構から公営住宅を借上げた。
・市営住宅の不法占拠者に対し、強制執行を行った。
・住宅使用料滞納者に対し、差押えを行った。

項目 実績 単位

公営住宅の借上げ 69 戸

住宅明渡しの強制執行 1

件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500501 事業名称 市営住宅施設運営費 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

滞納者の給与差押え 2

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市営住宅入居者及び市内に居住し、真に住宅に困窮する低
所得者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市営住宅を適正に運営するため。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 05項 02目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

件

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 住宅政策課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 273,974 300,808 289,107 306,113 306,113

概算人件費（Ｅ） 7,800 7,900 7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

特定財源（Ｃ） 266,174 292,908 281,207 298,213

一般財源（Ｄ） 0 0 0 0

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 266,174 292,908

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 284,889 303,868 300,096 298,213 298,213

281,207

市営住宅施設管理費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

54
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 検討した 対象者への周知 十分行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

応募可能な住戸を増加させるため、住戸の小規模修繕等を適切に管理し実施する。また、平
時より住宅使用料の滞納解消のため、滞納者への面談・訪問を実施し、適切な市営住宅の管
理を実施する。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

11

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

15
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

242-6325

公営住宅法

事業の成果
【定性的評価】

川口市を含む県内14自治体、約38,000戸の管理実績により培ったノウハウ等を持つ埼玉県住宅供給公社に管理代行及び業務委託
をすることによって、より適正な市営住宅の管理に寄与した。

３ 事業活動・成果の状況

・市営住宅の施設管理
・市営住宅の管理代行及び業務委託

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・単身高齢者への安否確認サービス、コールセンターによる
24時間対応等、緊急時に迅速な対応を実施した。
・住宅使用料の悪質滞納者への臨宅等を実施し、債権回収
を強化した。

項目 実績 単位

市営住宅管理戸数 2,573 戸

悪質滞納者への臨宅 8

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500601 事業名称 市営住宅施設管理費 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

一部委託

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市営住宅入居者及び市内に居住し、真に住宅に困窮する低
所得者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市営住宅を適正に運営するため。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 05項 02目 003細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

名

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 25

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 住宅政策課 問い合わせ先



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 8,552 8,661 8,840 8,840 8,840

概算人件費（Ｅ） 7,800 7,900 7,900 7,900 7,900

従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

特定財源（Ｃ） 752 761 940 940

一般財源（Ｄ） 0 0 0 0

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 752 761

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 1,171 1,085 1,171 940 940

940

建築審査会経費

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

56
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 改善の余地なし 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

専門性が高く、建築関係法令に精通することが求められるため、特定行政庁の職員及び建築
審査会委員の力量が課題となることから、研修会等に積極的に参加し、スキルアップを図って
いきたい。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 現状維持で実施

15

13

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

258-1110(#33-5561)

建築基準法、川口市建築審査会条例、川口市建築審査会規則

事業の成果
【定性的評価】

建築行政の適正化が図られ、安心安全なまちづくりが進められる。

３ 事業活動・成果の状況

審査会を月１回程度開催できる体制を整え、案件があった場合は速や
かに開催する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

23 件の審議を行い、全て同意した。
・接道規定に関する許可　16件
・道路内の建築制限に関する許可　5件
・用途地域内の建築制限に関する許可　1件
・用途地域内建築物の高さ制限に関する許可　1件

項目 実績 単位

建築審査会の開催 9 回

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500701 事業名称 建築審査会経費 事業区分
通常事業

―

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

直営

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

・市内の建築物等
・特定行政庁（川口市）・指定確認検査機関等の処分に不服
のある者

・建築に際し、建築審査会の同意を要する物件の建築主
・同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

特定行政庁（川口市）から建築基準法に基づく特例許可への
同意を求められた際の審議や、特定行政庁・指定確認検査
機関等の処分に不服のある者から審査請求があった場合の
裁決等を公平中立的な立場で行うこと。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 08目 002細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 昭和 46

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 建築安全課 問い合わせ先



年度 ～

継続

事業期間 平成 4

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 建築安全課 問い合わせ先

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

建築の際に、敷地が建築基準法第４２条第２項に規定する幅
員４ｍ未満の道路等に接しており、中心から２ｍ部分まで後退
し、その後退部分（道路後退用地）を分筆し、市に寄付した建
築主又は土地所有者

同左

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

狭あい道路の拡幅整備を促進し、安全で良好な市街地の形
成と住環境の整備を図るため。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 08目 003細目 01細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500801 事業名称 道路後退用地分筆補助事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

258-1110(#33-5563)

川口市道路後退用地整備要綱、川口市道路後退用地整備要領、川口市道路後退用地整備要綱補助金交付基準

事業の成果
【定性的評価】

建築に伴う道路後退に係る分筆費用の補助を行い、狭あい道路が拡幅整備される。狭あい道路の拡幅により、安全で良好な住環境
の整備がされる。

３ 事業活動・成果の状況

分筆に係る調査、測量、登記等の経費を負担した者（建築主又は土地
所有者）に対し、経費の２／３（限度額１２万円）を補助する。

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

青木地区＝２件　　　　　戸塚地区＝１件
横曽根地区＝１件　　　 鳩ケ谷地区＝７件
中央地区＝２件
新郷地区＝１件
安行地区＝１件

項目 実績 単位

補助金交付件数 15 件

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待以上

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

建築に伴う寄附が条件であることから景気の動向に左右される面があるものの、申請件数が当
初の申請予定件数とほぼ同等であったため、現状維持で実施する。
制度について、ホームページへの掲載、チラシの配布等により引き続き周知を図っていく。

2年度 現状維持で実施

3年度 現状維持で実施

4年度 他事業に統合されて実施

12

15

55
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

道路後退用地分筆補助事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 2,400 2,160 1,680 1,680 1,680

1,652

0.00

特定財源（Ｃ） 584 480 0 0

一般財源（Ｄ） 584 771 1,652 1,680

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 1,168 1,251

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,288 4,411 4,812 4,840 4,840

概算人件費（Ｅ） 3,120 3,160 3,160 3,160 3,160

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40



総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 7,520 6,160 3,160 9,160 ―              

概算人件費（Ｅ） 3,120 3,160 3,160 3,160 ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 ―      ―      

特定財源（Ｃ） 4,400 3,000 0 5,434

一般財源（Ｄ） 0 0 0 566

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 4,400 3,000

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） 7,500 6,000 6,000 6,000 ―              

0

民間建築物アスベスト対策補助事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

42
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行わなかった 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定 視点評価 視点

ホームページへの掲載、リサイクル法の手続き時の機会を通して周知に努めているが、令和２
年度で今制度の終了を計画していることから、とりこぼしのないよう一層の周知に努めていきた
い。

2年度 現状維持で実施

3年度 廃止

4年度 －

9

11

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ どちらともいえない 有
効
性

期待どおりの成果 期待以下

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込めない 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

9
／15

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

令和3年度

258-1110(#33-5566)

川口市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

当該年度において、アスベストの除去等の申請が１件あったが、一部要綱の基準を満たしていなかったため補助なしで除却をしてもら
い、安全で安心して暮らせる良好な住宅環境の整備に貢献した。

３ 事業活動・成果の状況

・含有分析調査＝経費の全額（限度額25万円）を補助する。
・除去等の工事＝経費の2/3（限度額300万円）を補助する。
※含有分析調査については平成29年度で終了

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

広報紙を通して周知。
申請（取下げ）：1件

項目 実績 単位

除去等の工事 0 件

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51500901 事業名称 民間建築物アスベスト対策補助事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市内に存する民間建築物の所有者等で、アスベストの含有分
析調査事業を行う者、分析調査によりアスベストが含有されて
いることが確認された吹付けアスベストの除去等の工事を行う
者。

左記建築物所有者等及び当該施設利用者、近隣住民をはじめとした
市民等。

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

民間建築物の壁、柱、天井等に吹付けられた建材のアスベス
ト含有調査及び除去等を促進することにより、アスベストの飛
散による健康被害を防止し、安全で安心して暮らすことのでき
る良好な住宅環境の整備を推進することを目的とする。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 08目 003細目 02細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

年度 ～

継続

事業期間 平成 22

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

2 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 建築安全課 問い合わせ先



年度 ～

新規

事業期間 令和 元

１ 事業期間・根拠等

Ⅴ 誰もが“安全で快適に暮らせるまち”　－　１ 住・工・商・緑が共存した計画的な土地利用の推進　－　⑤ 良好な住環境の整備

2 年度

第5次川口市総合計画

担当 都市計画部 建築安全課 問い合わせ先

５ 視点評価

補助金・負担金

２ 事業概要

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市内通学路に面する倒壊するおそれのあるコンクリートブロッ
ク塀等の所有者で、撤去又は改修工事を行う者。

左記建築物所有者等及び通学路を利用する児童生徒をはじめとした
市民等。

事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

地震等により倒壊するおそれのある既存ブロック塀等の撤去
を促進し、もってブロック塀等の倒壊による被害を未然に防止
し、通学途中の児童生徒の安全を確保することを目的とす
る。

４ 年度別事業費 （単位：千円）

予算費目 一般会計 08款 04項 07目 003細目 04細々目

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

財
源
※

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態

事業の概要

事業の目的（何のために）

実施計画事業評価調書 評価対象年度 元年度

事業コード 51501001 事業名称 既存ブロック塀等安全対策補助事業 事業区分
通常事業

―

令和

新規・継続

根拠法令等

令和3年度

258-1110(#33-5566)

川口市既存ブロック塀等安全対策補助金交付要綱

事業の成果
【定性的評価】

当該年度において、21件の補助を行った。これにより安全で安心して暮らせる良好な住宅環境の整備に貢献した。

３ 事業活動・成果の状況

・撤去工事：経費の2/3（限度額30万円）を補助する。
・改修工事：経費の2/3（限度額20万円）を補助する。
※最大50万円

元年度の
実施内容

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 主な実績

・補助件数：21件
・補助金総額：6,108,000円

項目 実績 単位

補助件数 21 件

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績値・達成状況

効
率
性

評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民ニーズ 高かった 有
効
性

期待どおりの成果 期待どおり

市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

将来的な市民ニーズ 見込める 目的に対する事業内容 適正 ／15

13
／15

高かった

15
／15

視点評価 視点

ホームページへの掲載、広報紙を通して周知に努めていきたい。 2年度 拡充して実施

3年度 効率化して実施

4年度 －

9

13

50
／60

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策 今後の実施方向性

コストに対する成果 公
平
性

受益者の資格条件 適正

業務プロセス改善 行わなかった 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし 対象者への周知 行った／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

視点 評価項目 判定

既存ブロック塀等安全対策補助事業

実績値・達成状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和2年度 令和3年度

年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

予算額（Ａ） ―              ―              6,108 20,000 ―              

6,108

―      

特定財源（Ｃ） ―              ―              2,985 9,000

一般財源（Ｄ） ―              ―              3,123 11,000

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） ―              ―              

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） ―              ―              9,268 23,160 ―              

概算人件費（Ｅ） ―              ―              3,160 3,160 ―              

従事職員人数（人） 常勤 再任用 ―      ―      ―      ―      0.40 0.00 0.40 0.00 ―      


